
NO 151

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 3,820 3,474 90.9% 令和元年度 310 312 100.6%

令和２年度 3,460 2,409 69.6% 令和２年度 315 317 100.6%

令和３年度 2,400 － － 令和３年度 320 － －

 ３ 政策名 (5)安全で安心して暮らせる都心をつくる

 ４ 施策名 ③安全で安心できるまちづくりの推進

指標２
巡回・立寄施設数

業務委託により、青色灯を装備した車両により24時間、365日区内全域をパトロール及び区民、来街者へ
の注意・啓発を行っています。
①平日、土曜日（H31年4月1日～R3年6月30日及びR3年10月1日～R4年3月31日）※R4年度以降変更なし
実施時間：午前7時～午後11時　車両数：５台　実施時間：午後11時～翌朝午前7時　車両数：２台
②日曜祝日、年末年始（12月29日～1月3日）（H31年4月1日～R3年6月30日：R3年度のみこの期間は車両
を増加し③とします：R3年10月1日～R4年3月31日）

   実施時間：午前7時～午後7時　　　車両数：５台
実施時間：午後7時～午後11時　　 車両数：３台（令和4年度から２台へ）  

 実施時間：午後11時～翌朝午前7時 車両数：２台
③R3年7月1日～9月30日（東京2020オリ・パラ対応による増加分）R4年度以降は②となります。
実施時間：午前7時～午後11時　車両数：６台　実施時間：午後11時～翌朝午前7時　車両数：５台

指標１
港区内における刑法犯認知状況  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

事業を推進するに当たっては、３つの事業（青色防犯パトロール、みなとタバコルール推進、客引き防止プロ
ジェクト）の連絡会議の開催により地域課題やニーズを情報共有し、合わせて警察署との連携を強化しながら
地域の要望に柔軟に対応していくことで、区民の安全安心につなげ、業務の更なる効率化や質の向上が期待で
きることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

・安全で安心できる港区にする条例
・安全で安心できる港区にする条例施工規則

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

225,445 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

〇区は、青色防犯パトロールのほか、みなとタバコルールによる巡回、客引き防止パトロールを実施してお
り、事業のより効果的・効率的な実施の観点から、事業の統合も視野に関係部署で検討を進めてきました。検
討の結果、事業の実施目的、取組内容に違いがあり、事業の統合は困難ではあるものの、巡回場所等の情報共
有を行うことで、各取組の実施時刻や場所で重複することがないよう、仕様を見直すことが可能であることが
分かりました。
〇これを踏まえ、青色防犯パトロールでは、「区内での犯罪件数が減少していること」「青色防犯パトロール
が広く地域に浸透し、一定の犯罪抑止効果も生じていること」から、日曜祝日の午後７時から午後11時まで
（７業務内容の②下線部）は車両数を３台から２台に変更し、効率的な事業の実施に取り組みます。（他に2
交代制×12h→3交代制×8hへ。警察等との情報共有の強化）

  ※縮小経費（概算）：△1,000千円
〇東京オリンピック・パラリンピック競技大会が終了したことから、R３年度増加した業務（７業務内容の
③）を廃止します。
※縮小経費（概算）：△68,445千円
※縮小経費合計（概算）：△69,445千円

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 100.0% 155,962 0 0 0

令和２年度 100.0% 230,671 0 0 0

令和３年度 100.0%

－ － －

●平成15年度から実施していましたが、平成25年度から各地区総合支所に事務移管。
●令和３年度「港区生活安全行動計画」策定に向けた区民アンケートでは、「特に必要と感じる安全・安
心に感する地域団体の活動」は、「地域の防犯パトロール活動」が最も多く、次いで「子どもの通学等見
守り活動」となっており、区民のニーズが極めて高い事業です。区内の交通状況や犯罪発生状況などを把
握した警備員が各所管警察等と連携し、地域に密着したパトロールを行うことで、区内の犯罪件数減少に
努めています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 225,445 － －

100.0%

令和２年度 230,671 0 -72,835 157,836 157,835 100.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

「自分たちのまちの安全は自分たちで守る」という意識の向上を図りながら、区民、事業者、行政等が一
体となって地域の防犯力を高め、防犯の減少を目指す「みんなとパトロール」事業の一環として、安全安
心の確保と犯罪の未然防止のため防犯パトロールを実施しています。

令和元年度 155,962 -33 0 155,929

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

155,925

 ２ 基本政策 1都心の活力と安全・安心・快適な暮らしを支えるまちをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 芝地区総合支所　協働推進課

 １ 事業名 青色防犯パトロール  １０ 事業費の状況



NO 152

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 4 4 100.0% 令和元年度 31,000 31,000 100.0%

令和２年度 4 3 75.0% 令和２年度 30,750 30,750 100.0%

令和３年度 4 － － 令和３年度 30,750 － －

 ３ 政策名 （９）参画と協働により地域を支える多様なコミュニティをつくる

 ４ 施策名 ③様々な媒体を活用した地域活動情報の共有によるコミュニティの活性化

指標２
地域情報誌の発行部数

公募により参加した編集委員が年８回程度編集会議を開催し、地域情報紙の企画、編集を行います。ま
た、編集委員が取材や原稿作成を行い、芝地区地域情報誌（タブロイド版8ページ）を年４回発行してい
ます。
地域情報誌は、芝地区内戸別配布と、駅、町会や区有施設等への設置を実施しています。また、区ホー
ムページにデータ化した地域情報誌を掲載し、情報の発信を行っています。

指標１
地域情報誌の発行回数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

総合支所ごとに異なる発行頻度の地域情報誌について、発行回数を年３回に統一し、今後は、１回あたりの取
材、記事内容を充実させるとともに、ＳＮＳによる情報発信を充実させることから、「縮小・一部廃止」と評
価します。

港区基本計画芝地区版計画書

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

6,974 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

①縮小する内容
　現在年４回発行のところを年３回発行に回数を減らします。
②縮小する理由
　現在、地域情報誌は５支所全てで発行しておりますが、支所ごとにその発行頻度及び発行月、ページ数　が
異なっており、提供する区民サービスに差異が生じているため、サービスの均一化を図ります。また、芝地区
総合支所ではSNS（Twitter、Instagram）を活用した情報発信に力を入れ、最新の情報を迅速に提供するよう
努めています。こうした理由から本事業規模を縮小します。
③縮小による区民サービスや他の事業等への影響の有無、代替策等
　今後は１回あたりの取材、記事内容を充実させるとともに、発行回数を減らすことへの代替策として、引き
続き、SNSによる積極的な情報発信を行っていきます。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 100.0% 7,136 0 0 0

令和２年度 100.0% 7,383 0 0 0

令和３年度 100.0%

－ － －

平成18年区役所・支所改革により総合支所が設置されたことを契機として、地域情報の発信を強化する
ため、各地区において地域情報誌を発行しています。芝地区地域情報誌は平成18年5月に創刊し、芝地区
の地域の活動・取組みや人物、地域に伝わる伝統・文化財などを発掘し紹介しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 6,974 － －

90.7%

令和２年度 7,383 0 -2,666 4,717 4,715 100.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

地域の活動・取組や、地域に伝えられてきた伝統・文化財などを発掘・紹介し、地域情報の共有を図
り、あらためて地域を考える契機を提供することを目的に発行しています。

令和元年度 7,136 0 0 7,136

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

6,475

 ２ 基本政策 ３ 地域の課題を自ら解決できるコミュニティをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 芝地区総合支所 協働推進課

 １ 事業名 芝地区地域情報の発信  １０ 事業費の状況



NO 153

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 4 4 100.0% 令和元年度 154,800 154,800 100.0%

令和２年度 4 3 75.0% 令和２年度 154,800 116,100 75.0%

令和３年度 4 － － 令和３年度 156,000 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 麻布地区総合支所　協働推進課

 １ 事業名 麻布地区地域情報の発信  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ３ 地域の課題を自ら解決できるコミュニティをつくる 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　地域の活動・取組や、地域に伝えられてきた伝統などを紹介し、地域情報の共有を図り、地域への関
心や愛着を深め、コミュニケーションの活性化を図ることを目的とします。

令和元年度 9,973 0 0 9,973

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

9,345 93.7%

令和２年度 10,446 0 -3,444 7,002 5,942 84.9%

－ － －

　平成18年区役所・支所改革により、総合支所が設置され、地域情報の発信を強化するため、各地区に
おいて地域情報紙を発行することになりました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 10,389 － －

その他

令和元年度 100.0% 9,973 0 0 0

令和２年度 100.0% 10,446 0 0 0

令和３年度 100.0% 10,389 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

①縮小する内容
　現在年４回発行のところを年３回発行に回数を減らします。
②縮小する理由
　現在、地域情報誌は５支所全てで発行しておりますが、支所ごとにその発行頻度及び発行月、ページ数　が
異なっており、提供する区民サービスに差異が生じているため、サービスの均一化を図ります。
③縮小による区民サービスや他の事業等への影響の有無、代替策等
　今後は１回あたりの取材、記事内容を充実させるとともに、発行回数を減らすことへの代替策として、引き
続き、SNSによる積極的な情報発信を行っていきます。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

総合支所ごとに異なる発行頻度の地域情報誌について、発行回数を年３回に統一し、今後はＳＮＳによる情報
発信を充実させることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区麻布地区総合支所区民参画組織麻布を語る会設置要綱

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （９）参画と協働により地域を支える多様なコミュニティをつくる

 ４ 施策名 ③様々な媒体を活用した地域活動情報の共有によるコミュニティの活性化

指標２
発行部数

　公募により参加した編集委員が年間９回程度の編集会議を開催し、地域情報紙の企画、編集を行いま
す。また、編集委員が取材や原稿作成を行い、地域情報紙「ザ・ＡＺＡＢＵ」（タブロイド版４ページ
又は８ページ）を年４回発行しています。
　地域情報紙は、麻布地区内個別配布と駅、町会や区有施設等への設置を実施しています。また、区
ホームページにデータ化した地域情報紙を掲載し、情報の発信を行っています。
※英語翻訳版を年４回発行します。

指標１
発行回数



NO 154

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 4 4 100.0% 令和元年度 31,500 31,500 100.0%

令和２年度 4 3 75.0% 令和２年度 31,500 31,500 100.0%

令和３年度 4 － － 令和３年度 31,500 － －

 ３ 政策名 （９）参画と協働により地域を支える多様なコミュニティをつくる

 ４ 施策名 ③様々な媒体を活用した地域活動情報の共有によるコミュニティの活性化

指標２
地区情報誌の各号の発行部数

区民参画組織港区ベイエリア・パワーアッププロジェクト「べいあっぷ編集部」メンバーによる取材を
もとに、地区情報誌を発行しています。
【事業の実施状況（令和２年度）】
・会議開催回数：６回(活動の頻度は、平日夜間に月1回程度会議を開催しています。)
・メンバー数：11名
・発行月：３月・６月（令和２年度は休止）・９月・12月
・発行部数：各号31,500部（芝浦港南地区管内にて、各戸配布を行っています）
※新型コロナウイルス感染拡大防止により、令和２年度のみ年４回発行を年３回発行に減らしました。

指標１
地区情報誌の発行回数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

総合支所ごとに異なる発行頻度の地域情報誌について、発行回数を年３回に統一し、今後は、１回あたりの取
材、記事内容を充実させるとともに、ＳＮＳによる情報発信を充実させることから、「縮小・一部廃止」と評
価します。

特になし

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

6,310 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

①縮小する内容
　現在年４回発行のところを年３回発行に回数を減らします。
②縮小する理由
　現在、地域情報誌は５支所全てで発行しておりますが、支所ごとにその発行頻度及び発行月 、ページ数　が
異なっており、提供する区民サービスに差異が生じているため、サービスの均一化を図ります。
③縮小による区民サービスや他の事業等への影響の有無、代替策等
　今後は１回あたりの取材、記事内容を充実させるとともに、発行回数を減らすことへの代替策として、引き
続き、SNSによる積極的な情報発信を行っていきます。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 100.0% 5,524 0 0 0

令和２年度 100.0% 5,748 0 0 0

令和３年度 100.0%

－ － －

「人と人、町と町をつなぐふれあい情報誌」を編集方針として、平成18年から発行が始まりました。地
域の出来事や祭りなどのイベント紹介、地域で活動する団体や個人の活動の情報など、地区の様々な情
報を収集し、地域を知り、コミュニケーションを深めることを目的として発行しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 6,310 － －

98.7%

令和２年度 5,748 0 -1,520 4,228 4,139 97.9%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

港区ベイエリア・パワーアッププロジェクトの区民参画組織「べいあっぷ編集部」が、芝浦港南地区の
情報を集めた地区情報誌を年４回制作し、発行しています。

令和元年度 5,524 0 0 5,524

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

5,451

 ２ 基本政策 ３ 地域の課題を自ら解決できるコミュニティをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 芝浦港南地区総合支所　協働推進課

 １ 事業名 芝浦港南地区地域情報の発信  １０ 事業費の状況



NO 155

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 150 152 101.3% 令和元年度 1,000 1,800 180.0%

令和２年度 150 146 97.3% 令和２年度 2,000 － －

令和３年度 150 － － 令和３年度 400 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　国際化・文化芸術担当

 １ 事業名 外国人のための防災対策  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ３　地域の課題を自ら解決できるコミュニティをつくる 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　外国人が、防災に関する基礎知識を習得し、自助意識を高めるとともに、災害時に外国人と多言語で
コミュニケーションが図れる港区国際防災ボランティアを育成し、必要な情報を提供することで外国人
の言葉の不安を軽減し、安全・安心を確保します。

令和元年度 5,645 -89 0 5,556

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

5,472 98.5%

令和２年度 6,420 -3,441 0 2,979 2,949 99.0%

－ － －

　阪神淡路大震災や東日本大震災をはじめ災害時の被害情報や避難情報等の多くは、日本語のみで伝え
られ、外国人の語学能力によって災害情報や支援情報等が十分に届かない場合があるため、平成27年度
から、災害時に外国人と多言語でコミュニケーションが図れるボランティアを募集し育成しています。
また、外国人が災害や防災に関する基礎知識を習得する機会を提供するため、平成29年度から、みなと
防災フェスタを実施しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 5,311 － －

その他

令和元年度 100.0% 5,645 0 0 0

令和２年度 100.0% 6,420 0 0 0

令和３年度 100.0% 5,311 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　本事業は、外国人の防災意識・知識の向上を図り、各地域で実施する防災訓練への参加促進を目的に実施し
てきましたが、「みなと防災フェスタ」への参加者数は増加傾向にあるものの、地域の防災訓練への誘導が出
来ていないという課題がありました。
　より多くの外国人に防災について興味を持ってもらい、地域の防災訓練に参加してもらうきっかけをつくる
ため、令和３年度からは参集型で実施していた「みなと防災フェスタ」を区HP上でのオンライン開催に変更
し、外国人に対する区独自の防災啓発映像を制作するとともに、いつでも、どこでも防災について学ぶことが
できる環境を整えました。（新型コロナウイルス感染症の影響により、令和３年度は各地区総合支所の総合防
災訓練が中止となりました。）
　令和４年度からは、今年度作成した防災啓発映像やホームページを活用しながら、地域の防災訓練への参加
を促すための仕組みづくりを各総合支所と検討していきます。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和３年度は参集型で実施していた「みなと防災フェスタ」を区HP上でのオンライン開催に変更し、外国人に
対する区独自の防災啓発映像を制作したことで、令和４年度は新規動画作成を行わず、令和３年度に作成した
動画を活用して実施し、各総合支所と地域の防災訓練への参加を促すための仕組みづくりを検討することとし
て、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区国際化推進プラン、港区国際防災ボランティアに関する要綱、港区国際防災ボランティア登録等取
扱要領

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （10）豊かな国際性を生かした多文化共生社会をつくる

 ４ 施策名 ①　外国人の安全・安心の確保に向けた多言語による効果的な情報発信

指標２
みなと防災フェスタ参加者数

(1)　港区国際防災ボランティアの育成
　　　対象：希望者（国籍・住所、資格・経験は不問）
　　　研修：①災害時の基礎知識、②通訳技術・コミュニケーション技術、③やさしい日本語
　　　登録者数：146人(令和２年度)
(２)　みなと防災フェスタの開催
　　　令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止
　　【参考】令和元年度
　　　　　　参加者：約1,800人
　　　　　　内容：VR防災車・起震車体験、備蓄倉庫見学、初期消火訓練

指標１
港区国際防災ボランティア数
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 80 30 37.5% 令和元年度 80 63 78.8%

令和２年度 80 7 8.8% 令和２年度 80 29 36.3%

令和３年度 - － － 令和３年度 80 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　国際化・文化芸術担当

 １ 事業名 大使館等との連携による国際交流  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ３　地域の課題を自ら解決できるコミュニティをつくる 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

 区内には、駐日大使館の半数以上の大使館や企業、文化団体、ボランティア団体などが数多く存在しま
す。外国人の地域参画を推進するために、区民が海外諸国の文化等の魅力に触れ、理解する機会を創出
するとともに、外国人に対する効果的な情報提供等を行うため、区内に立地する大使館等と連携した国
際交流を促進します。

令和元年度 9,492 -34 0 9,458

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

6,749 71.4%

令和２年度 9,762 -1,329 0 8,433 4,059 48.1%

－ － －

　区では、これまでも外国人の地域参画を推進するために、国際性豊かな区の地域特性を生かした様々
な取組を実施してきました。引き続き、外国人の地域参画を推進するために、区内にある資源を生かし
た国際交流事業に取り組んでいきます。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 8,148 － －

その他

令和元年度 0.0% 0 0 0 9,492

令和２年度 43.3% 4,224 0 0 5,538

令和３年度 46.9% 3,818 0 0 4,330

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　「大使館等との連携による国際交流」事業では、大使館等への情報提供方法を郵送からメール配信に変更す
ることで、文書定期送付事業を廃止し、効率化を図ります。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

大使館等への情報提供方法を郵送からメール配信に変更し、文書定期送付事業を廃止することで、事業の効率
化を図ることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区⼤使館等事業協⼒実施要綱、港区⼤使館等事業協⼒事務取扱要領

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （10）豊かな国際性を生かした多文化共生社会をつくる

 ４ 施策名 ③多様な主体との連携強化による外国人の地域参画の推進

指標２
大使館等実務者連携会議延参加国数

（１）各大使館等からの表敬訪問受入
（２）大使館等が主催する区民対象の文化事業への協力
（３）国際文化紹介展示
（４）大使館等実務者連携会議
（５）国際友好広場
 (６) 区内駐日大使館等あて文書定期送付

指標１
文書定期送付件数
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 50 71 142.0% 令和元年度

令和２年度 50 53 106.0% 令和２年度

令和３年度 50 － － 令和３年度

 ３ 政策名 (14)　豊かで多様な文化に包まれたまちづくりを進める

 ４ 施策名 ②　多様な主体間の協働による文化芸術振興

指標２

事業の対象：区内の文化芸術活動団体や文化芸術施設、企業、国際交流団体、大学、観光振興団体等
実施回数：ネットワーク会議（年2回程度）、ヒアリング（年2回程度）

指標１
出席団体数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

文化芸術ネットワーク会議について、区に会議運営に関するノウハウが蓄積され、今後は、公益財団法人港区
スポーツふれあい文化健康財団の専門性や文化団体・地域との関係性を活用し、区と財団が共同で事業を実施
することで、会議運営等支援業務委託を廃止することから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区文化芸術振興プラン、文化芸術基本法、港区文化芸術振興条例

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

0 0 0 1,846

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

平成25年度から継続して会議を開催する中で、区に会議運営に関するノウハウが蓄積され、区内の文化芸術活
動団体や施設、企業等と新たな連携の創出の機会として醸成されました。

公益財団法人港区スポーツふれあい文化健康財団（以下「財団」といいます。）が、区⺠センター事業や学

校・福祉施設へのアウトリーチ事業などを通じて蓄積してきた、専門性や文化団体・地域との関係性を活用す
ることで、港区文化芸術ネットワーク会議の目的である、多様な主体間の連携や新たな文化芸術の創造の更な

る推進、さらには港区⽂化芸術振興プラン（令和３年度～令和８年度）に掲げる財団のコーディネート機能の

強化を図るため、令和３年度から会議運営等支援業務委託を行わず、区と財団が共同で事業を実施します。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 100.0% 1,903 0 0 0

令和２年度 100.0% 1,898 0 0 0

令和３年度 0.0%

－ － －

港区文化芸術振興プラン（平成25年度～平成29年度）の策定に向けた実態調査において文化芸術団体等
へのヒアリングを行った結果、文化芸術振興のためには団体間の情報交換や地域への貢献、活動規模の
拡大促進等のきっかけづくりとして活動団体同士の顔合せの場が必要という要望があり、平成25年度か
ら、当事業を開始しました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 1,846 － －

90.9%

令和２年度 1,898 0 0 1,898 1,728 91.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

多種多様な文化芸術活動団体が集積している区内の地域特性を生かし、文化芸術活動団体が緩やかに繋
がることにより、新たな文化芸術の創造機会の充実、多様な主体間の自発的な協力・連携を促す取組等
を推進するため、区内の文化芸術関連企業・非営利団体、美術館・博物館・音楽ホール・劇場などの文
化芸術施設、文化芸術活動団体、国際交流関連団体、観光振興関連団体、大学など、文化芸術に関わる
多様な主体をメンバーとして、定期的に会議を開催します。

令和元年度 1,903 0 0 1,903

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

1,729

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　国際化・文化芸術担当

 １ 事業名 文化芸術ネットワーク会議  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 760,000 800,000 105.3% 令和元年度 7 8 114.3%

令和２年度 800,000 407,928 51.0% 令和２年度 7 7 100.0%

令和３年度 420,000 － － 令和３年度 － － －

 ３ 政策名 (14)　豊かで多様な文化に包まれたまちづくりを進める

 ４ 施策名 ③　文化芸術振興施策の推進に向けた基盤整備

指標２
港区文化プログラム連携事業指定団体数

①利用対象者、実施対象など事業の対象
全ての区民（在住、在勤、在学、来訪者含）
②実施時期、実施回数：年、月、週
・六本木アートナイト…例年５月最終土曜日～日曜日
・港区文化プログラム連携事業…年審査1回、年度内指定団体事業実施
③事務手続の方法、利用方法、支給要件、利用者負担、実施体制など
・六本木アートナイト…主催として参画。2500万円前後の負担金及び各施設予約の提供。
・港区文化プログラム連携事業…審査を経て採択。共催事業として最大400万円負担。

指標１
六本木アートナイト来場者数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業の中で実施している「港区文化プログラム連携事業」については、令和３年度に東京2020大会が終了す
ることにより終了となり、所期の目的を達成したことから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区文化芸術振興プラン、文化芸術基本法、港区文化芸術振興条例

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

0 0 0 25,000

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業の一つである「港区文化プログラム連携事業」については、令和３年度に東京2020大会が終了すること
により終了となり、今後は「六本木アートナイト運営参画事業」のみとなります。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 0.0% 0 0 0 52,010

令和２年度 0.0% 0 0 0 25,000

令和３年度 0.0%

－ － －

オリンピック憲章に規定される「文化プログラム」について、平成27年に国及び東京都がリオデジャネ
イロ大会後に全国で推進していく方針を示したことを受け、区は、区のこれまでの施策を継承し、一層
強化するとともに、区内の文化芸術及び国際交流関係の団体と連携した取組を強化することにより、一
層区民福祉の向上に資する、子どもや高齢者、障害者、外国人等に配慮するなど港区独自の文化プログ
ラムを平成28年度から展開することを決定しました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 25,000 － －

63.3%

令和２年度 25,000 0 28,000 53,000 26,000 49.1%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

東京2020大会に向けた気運醸成と大会後のレガシー創出のため、区内の文化芸術及び国際文化交流関係
の団体等と連携した取組を強化し、港区ならではの文化プログラム推進事業として、港区文化プログラ
ム連携事業及び六本木アートナイト運営参画事業を実施します。

令和元年度 52,010 0 28,168 80,178

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

50,739

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　国際化・文化芸術担当

 １ 事業名 文化プログラム推進事業  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 170 169 99.4% 令和元年度 33 33 100.0%

令和２年度 170 104 61.2% 令和２年度 33 20 60.6%

令和３年度 170 － － 令和３年度 33 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 販路拡大支援    １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

区内中小企業者等に対し、産業見本市等への出展経費の一部を補助することによって出展を促進するほ
か、東京都主催の産業交流展に、港区共同出展企業として参加する区内中小事業者に対し、出展小間料
及び企業パンフレット作成経費等を補助するとともに、東商港支部との共催により、ビジネス交流会を
開催し、販路拡大支援を図ります。

令和元年度 33,870 3 0 33,873

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

29,976 88.5%

令和２年度 39,562 -106 -6,437 33,019 16,609 50.3%

－ － －

・販路拡大支援事業、事業開始時期：平成12年度
・令和２年度より「ビジネス展示会・交流会」を事業統合

・令和元年度みなとビジネス交流会はコロナの影響により中止。
・令和２年度みなとビジネス交流会はオンライン開催。
・令和２年度産業交流展はコロナの影響によりオンライン開催。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 39,231 － －

その他

令和元年度 100.0% 33,873 0 0 0

令和２年度 100.0% 33,019 0 0 0

令和３年度 100.0% 39,231 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和４年度に開設する産業振興センターにおいて実施する産業振興センター指定管理業務に、本事業内容の一
部が含まれるため、本事業は一部廃止とします。
※７事業内容①産業見本市等への出展経費の一部補助、②ウ産業交流展出展に伴う企業PRパンフレット作成補
助は本事業で引き続き実施します。

＜産業振興センター開設後＞
「７事業内容」
①→移行せずに、区が引き続き実施
②→指定管理業務に移行し、引き続き実施（ウ産業交流展出展に伴う企業PRパンフレット作成補助は本事業で
継続実施）
③→指定管理業務に移行し、引き続き実施

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業で実施している東京都が主催する「産業交流展」にかかる出展料等を、令和４年度に開設する産業振興
センターにおいて実施する産業振興センターの指定管理業務に移行することで、効率的で効果的な事業執行を
図ることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区基本計画、第4次港区産業振興プラン

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （11）　伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 ①　産学官が連携して地域社会の発展に資する効果的な産業の創出

指標２
産業交流展共同出展者数

①産業見本市等への出展経費の一部補助
　・対象経費：小間料、展示装飾費、輸送委託費、印刷費、通訳・翻訳費
　・補助率等：国内の産業見本市等に出展する場合は15万円を限度、国外
の産業見本市等に出展する場合は50万円を限度に、補助対　　象経費の１／２
②東京都主催「産業交流展」に港区共同出展参加企業として出展
　ア出展小間料（中小企業者・団体は77,000円、小規模企業者・団体は55,000円）を区が負担
　イ共同出展に係る統一装飾費用を区が負担
　ウ企業ＰＲパンフレット作成費用等50,000円を上限に区が補助
③みなとビジネス交流会開催（東京商工会議所港支部共催）

指標１
補助金交付事業者数
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 － － － 令和元年度

令和２年度 100 93 93.0% 令和２年度

令和３年度 50 － － 令和３年度 － －

 ３ 政策名 （11）　伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 ①　産学官が連携して地域社会の発展に資する効果的な産業の創出

指標２

区内中小企業と大学の産学連携によるオープンイノベーションの創出
①区内の大学と連携し、大学が保有する技術やノウハウを集めた事例集を作成するとともに、多様な主
体同士が連携し合う産学マッチング会・交流会を開催します。
②東京商工会議所と連携し、東京商工会議所の産学公連携相談窓口を利用して、大学等の研究機関と共
同研究を行う場合に助成を行います。

指標１
セミナー参加者数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業で実施している区内の大学と連携し、大学が保有する技術やノウハウを集めた事例集を作成するととも
に、多様な主体同士が連携し合う産学マッチング会・交流会については、令和４年度に開設する産業振興セン
ターにおいて実施する産業振興センターの指定管理業務に移行することで、効率的で効果的な事業執行を図る
ことから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区研究機関活用支援事業補助金交付要綱

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

1,348 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和４年度に開設する産業振興センターにおいて実施する産業振興センター指定管理業務に、本事業内容も含
まれるため、本事業は縮小・一部廃止とします。なお、産業振興センター指定管理業務に適さない業務（共同
研究を行う場合に助成）についてのみ継続で実施します。

＜産業振興センター開設後＞
「７事業内容」
①→指定管理業務に移行し、引き続き実施
②→移行しないで、区が引き続き実施

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 － － － － －

令和２年度 100.0% 2,088 0 0 0

令和３年度 100.0%

－ － －

平成30年度に港区政策創造研究所が実施した「港区におけるクリエイティブ産業実態調査」において、
今後の行政へ期待することとして、公的機関（学校等）との連携支援を求める声が多く挙げられていた
ことから、令和２年度より本事業を実施しています。
　なお、区の既存の中小企業支援施策について、販路拡大段階におけるマッチングの支援は行っている
ものの、研究・開発段階における技術シーズのマッチングは行っていません。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 1,348 － －

－

令和２年度 2,088 0 0 2,088 800 38.3%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

大学等と連携し、大学の技術と区内中小企業のニーズをマッチングするために産学マッチング会及び交
流会を開催します。
また、大学等の研究機関の設備等を利用し、製品の検査や共同研究等行う場合に助成します。

令和元年度 － － － －

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

－

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 オープンイノベーション創出支援事業  １０ 事業費の状況



NO 161

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 1,595 1,595 100.0% 令和元年度 4 4 100.0%

令和２年度 1,615 1,602 99.2% 令和２年度 2 2 100.0%

令和３年度 1,612 － － 令和３年度 2 － －

 ３ 政策名 （11）　伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 ②　経営基盤強化に向けた総合的な支援

指標２
中小企業応援誌「こうりゅう」発行回数

①区の公式ホームページとは別に産業分野に特化した産業振興課ホームページ「MINATOあらかると」を
管理運営します。
②区内中小企業にとって有益な経営情報や融資の情報、セミナー・講習等募集情報等を、隔週でメール
配信し、随時情報提供を行います。
③区内中小企業を取材し、中小企業応援情報誌「こうりゅう」を年2回作成し、MINATOあらかるとにて発
信します。

指標１
中小企業ガイド登録件数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業で実施している産業分野に特化した産業振興課ホームページ「MINATOあらかると」の管理運営、区内中
小企業向けの有益な経営情報等のメール配信、中小企業応援情報誌については、令和４年度に開設する産業振
興センターにおいて実施する産業振興センターの指定管理業務に移行することで、効率的で効果的な事業執行
を図ることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区基本計画、第4次港区産業振興プラン

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

10,345 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和４年度に開設する産業振興センターにおいて実施する産業振興センター指定管理業務に、本事業内容がす
べて含まれるため、本事業は廃止とします。ただし、一定期間、誤って「MINATOあらかると」を訪問した人を
産業振興センターホームページに誘導するため、「MINATOあらかると」にリダイレクト設定をする（自動的に
リンク先のホームページに移動させる機能）業務及びサーバーを撤去する業務が必要です。来年度に限り、一
定期間「MINATOあらかると」サーバーを残し、リダイレクト設定を施し、一定期間経過後にサーバーを撤去す
る必要があるため、7事業内容①について「縮小・一部廃止」とします。

＜産業振興センター開設後＞
「７事業内容」
①→指定管理業務に移行し、引き続き実施（既存ＨＰは閉鎖、新規ＨＰを開設。既存ＨＰは、リダイレクト機
能を整え、一定期間経過後、サーバーを撤去。既存ＨＰに係る費用のみ本事業で計上）
②→指定管理業務に移行し、引き続き実施
③→指定管理業務に移行し、引き続き実施（「こうりゅう」に代わる中小企業情報誌を制作予定） ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 100.0% 12,821 0 0 0

令和２年度 100.0% 10,267 0 0 0

令和３年度 100.0%

－ － －

令和2年度より、「商工ネット事業」、「商工だより発行」および「経営情報提供」を統合し、「経営情
報発信」事業としています。

・平成13年11月１日　産業振興課ホームページ「ＭＩＮＡＴＯあらかると」開設
・メールマガジンの配信は平成16年７月から開始
・中小企業応援情報紙「こうりゅう」昭和60年度より事業開始。令和２年度から紙面での発行を終了
し、産業振興課ホームページ「MINATOあらかると」にて配信

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 10,345 － －

95.9%

令和２年度 10,377 -110 0 10,267 9,583 93.3%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

経営支援策、消費者ニーズ、社会経済動向、緊急事態発生時の危機管理対策、法令遵守の強化など、事
業所の事業活動に有効な情報を収集し、区ホームページやSNSなど様々な媒体を通じて効果的に発信しま
す。

令和元年度 12,974 -153 0 12,821

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

12,295

 ２ 基本政策 ４ 港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 経営情報発信  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 21 11 52.4% 令和元年度 - - -

令和２年度 21 23 109.5% 令和２年度 36 9 25.0%

令和３年度 19 － － 令和３年度 36 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 知的財産活用支援  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

区内中小企業が、特許権等の産業財産権に係る相談がある場合に弁理士による派遣相談を行うととも
に、産業財産権等を取得する際の経費の一部を補助することによって、新たな開発や事業創出等を支援
し、製品開発力や競争力の強化を図ります。

令和元年度 2,150 0 0 2,150

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

1,435 66.7%

令和２年度 5,081 0 0 5,081 3,495 68.8%

－ － －

新たな開発や事業の創出等に対する意欲を助長することを目的として平成19年度に事業を開始し、令和2
年度からは産業財産相談に対する支援も開始しました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 4,681 － －

その他

令和元年度 100.0% 2,150 0 0 0

令和２年度 100.0% 5,081 0 0 0

令和３年度 100.0% 4,681 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和４年度に開設する産業振興センターにおいて実施する産業振興センター指定管理業務に、本事業内容の一
部（７事業内容①）が含まれるため、本事業は一部廃止とします。

＜産業振興センター開設後＞
「７事業内容」
①→指定管理業務に移行し、引き続き実施
②→移行せずに、区が引き続き実施

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業で実施している産業財産相談については、令和４年度に開設する産業振興センターにおいて実施する産
業振興センターの指定管理業務に移行することで、効率的で効果的な事業執行を図ることから、「縮小・一部
廃止」と評価します。

港区基本計画、第4次港区産業振興プラン

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （11）　伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 ②　経営基盤強化に向けた総合的な支援

指標２
産業財産相談回数

①産業財産相談（令和４年度から指定管理業務に移行）
産業財産相談について、無料で弁理士を派遣

②産業財産権等取得経費の一部補助
・対象産業財産権：特許権、意匠権、実用新案権、商標権
・補助率：1/2
・補助限度額：特許権のみ25万円、特許権以外は15万円
・実施期間：令和3年4月1日から令和4年3月31日（予算の範囲内）

指標１
交付決定件数
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 80 69 86.1% 令和元年度 300 288 96.0%

令和２年度 80 40 49.6% 令和２年度 300 293 97.7%

令和３年度 － － － 令和３年度 － － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 商工会館管理運営  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ４ 港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

区内中小企業の振興発展と中小企業勤労者の福利の増進を図るため、港区立商工会館の管理運営を行い
ます。

令和元年度 42,688 0 0 42,688

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

41,805 97.9%

令和２年度 43,775 0 405 44,180 42,642 96.5%

－ － －

商工会館（指定管理者制度導入施設）

設置日：昭和58年6月　港区立商工会館設置
所在地：港区海岸1-4-28
指定管理者：㈱アクト・テクニカルサポート
指定期間：令和３年４月１日から令和４年３月３１日

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 43,697 － －

その他

令和元年度 92.3% 39,396 0 0 3,292

令和２年度 92.5% 40,482 0 0 3,293

令和３年度 92.5% 40,405 0 0 3,292

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和４年度に開設する産業振興センターにおいて実施する産業振興センター指定管理業務に、本事業内容も含
まれるため、本事業は一部廃止とします。利用料の還付についてのみ、指定管理業務に移行せず、本事業で引
き続き実施します。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

区内中小企業の振興と中小企業勤労者の福利の増進を図るための商工会館については廃止し、産業振興セン
ターに移管し、今後は利用料の還付のみ本事業で実施することから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区基本計画、第4次港区産業振興プラン、港区立商工会館条例、港区立商工会館条例施行規則

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （11）伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 ②　経営基盤強化に向けた総合的な支援

指標２
登録団体数

商工会館が有する会議室の貸出しや、区内中小企業者を対象とした中小企業セミナーの開催、さらに経
営に関する図書、ＤＶＤ等の貸出しを指定管理業務として行っています。
①利用対象者
　ア　区内に事業所又は住所を有する中小企業者及びその者を主な構成員とする団体
　イ　区内に勤務又は住所を有する中小企業従業員を主な構成員とする団体
　ウ　その他、区長が適当と認めたもの
②利用方法
　港区施設予約システムを活用し、利用申請の上、利用します。
③利用者負担
　条例に規定する利用料を負担。ただし、利用をキャンセルした場合等は利用料を還付します。
　※登録団体については、利用料が2分の1に減額

指標１
会議室利用率



NO 165

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 75 70 93.3% 令和元年度 15 15 100.0%

令和２年度 80 39 48.8% 令和２年度 15 15 100.0%

令和３年度 140 － － 令和３年度 15 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 中小企業ワーク・ライフ・バランス支援  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

区内中小企業のワーク・ライフ・バランスを推進し、働きやすい環境整備を円滑に進め、多様性に富んだ活力のある
企業経営の実現と優秀な人材の確保及び定着化を図るため、経営者、人事担当者を対象にワーク・ライフ・バランス
の普及・啓発を行います。また、ライフスタイルの変化の中で中小企業者が抱えるワーク・ライフ・バランス推進へ
の問題点や課題について、具体的な解決に向けワーク・ライフ・バランスの取組を支援します。

令和元年度 2,537 0 0 2,537

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

2,372 93.5%

令和２年度 2,434 0 0 2,434 2,379 97.7%

－ － －

中小企業では、大企業と比較して、従業員に対する福利厚生制度等を推進していくための十分な資金や
人材を確保することが困難なことから、ワーク・ライフ・バランス推進に向けた取組の実現がなかなか
進まない状況にあります。そうした状況を踏まえて、区では区内中小企業にワーク・ライフ・バランス
の普及・啓発を行い、従業員の多様で柔軟な働き方の実現と企業経営の持続的な発展を図るため、企業
自らの積極的な取組を支援しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 2,131 － －

その他

令和元年度 100.0% 2,537 0 0 0

令和２年度 100.0% 2,434 0 0 0

令和３年度 100.0% 2,131 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和４年度に開設する産業振興センターにおいて実施する産業振興センター指定管理業務に、本事業内容も含
まれるため、指定管理業務に移行し、引き続き実施します。
なお、令和４年度から総務課のワーク・ライフ・バランス推進企業認定事業が産業振興課に移管されます。こ
の事業はワーク・ライフ・バランス推進企業を区長が認定するものであり、指定管理事業とすることに馴染ま
ないため、産業振興課の事業として本事業の中で実施します。
そのため、本事業は縮小・一部廃止と評価します。

 ８ 事業実績・指標

①経営セミナー・個別相談会の開催
　実施回数：年２回（秋・冬）
　定　員：各回50名（個別相談会は各回20名）
　対象者：区内中小企業の経営者・従業員
②ワーク・ライフ・バランス取組にかかるＷｅｂへの掲載
　実施回数：年４回（四半期ごとに更新）
③中小企業ワーク・ライフ・バランス推進ガイドブックの
発行
　実施回数：年１回
　発行部数：1,000部

④区内中小企業への出前相談
　実施時期：通年
　実施回数：15者分（各者１回）
　対象者：区内中小企業

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業を令和４年度に開設する産業振興センターにおける指定管理業務に移行することで、効率的で効果的な
事業執行を図ります。なお、総務課のワーク・ライフ・バランス推進企業認定事業が産業振興課に移管され、
産業振興課の事業として本事業の中で実施することから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区基本計画、第４次港区男女平等参画行動計画、第４次港区産業振興プラン

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （11）伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 ④高度なノウハウを有する人材の育成と働き続けられる環境づくり

指標２
出前相談実績

指標１
セミナー・個別相談会の参加人数



NO 166

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 1 1 100.0% 令和元年度 40 27 67.5%

令和２年度 1 1 100.0% 令和２年度 40 21 52.5%

令和３年度 1 － － 令和３年度 40 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　産業振興課

 １ 事業名 中小企業従業員定着化対策  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

①優良従業員表彰 区内中小事業従業員勤労意欲の向上を図るため、優秀な従業委員を表彰します。
②区内商店街連合会野球大会
区内中小企業従業員余暇の善用と親睦を図り、雇用の安定・定着化のために野球大会を実施します。

令和元年度 1,017 0 0 1,017

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

871 85.6%

令和２年度 1,017 0 0 1,017 510 50.1%

－ － －

①優良従業員表彰
この表彰は、港区内の中小企業に勤められ、優れた技能や、他の従業員の模範となる業務活動などによ
り、所属されている企業の経営や発展に大きく貢献された従業員の方々の功績を称えるものとして、平成
15年度から実施しています。令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、交流会は
中止しました。
②区内商店街連合会野球大会
港区商店街連合会及び港区商店街振興組合連合会との共催により、野球を通じて、健全な心身の向上に資
すること等を目的として実施しています。令和２年度及び令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の感
染拡大防止のため、野球大会を中止しました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 1,017 － －

その他

令和元年度 100.0% 1,017 0 0 0

令和２年度 100.0% 1,017 0 0 0

令和３年度 100.0% 1,017 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

区内商店街連合会野球大会については、事業の背景、経緯等から、にぎわい商店街事業に統合し、本事業を縮
小・一部廃止とします。
また、事業の趣旨や目的を踏まえ、事業名を中小企業優良従業員表彰事業に変更します。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

区内商店街連合会野球大会については、事業の背景、経緯等から、にぎわい商店街事業に統合し、本事業は、
優良従業員表彰制度のみとなることから、事業の趣旨や目的を踏まえ、事業名を中小企業優良従業員表彰事業
に変更するとともに、「縮小・一部廃止」と評価します。

       港区基本計画、第４次港区産業振興プラン

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （11）伝統と最先端技術が融合した区内産業を支援する

 ４ 施策名 ④　高度なノウハウを有する人材の育成と働き続けられる環境づくり

指標２
表彰者数

①優良従業員表彰
区内同一事業所に満５年以上勤務し、成績が優秀で他の模範と認められる者で、企業経営上大きく貢献
し、所属団体が推薦する者を表彰します。
②区内商店街連合会野球大会
主に、港区商店街連合会に加盟している経営者及び従業員によるチームでトーナメント方式で野球大会を
実施します。

指標１
表彰式実施回数



NO 167

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 3,000,000 3,252,383 108.4% 令和元年度

令和２年度 4,000,000 3,955,795 98.9% 令和２年度

令和３年度 5,000,000 － － 令和３年度

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　観光政策担当

 １ 事業名 ワールドプロモーション  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

 ４ 施策名 ①　国内外に向けた戦略的なシティプロモーションの推進 令和元年度 9,227 0 0

 ３ 政策名 (13)　港区ならではの魅力を生かした都市観光を展開する 年度 当初予算額 流用

9,227 9,099 98.6%

 ５ 事業説明文 令和２年度 15,048 484 -6,600 8,932 8,932 100.0%

国内外の視聴者に港区に対する興味・関心や、来訪意欲を高めるため、新たなワールドプロモーション
映像を制作するほか、これまで制作してきたワールドプロモーション映像やワールドプロモーションVR
映像を、国内外に広く発信します。

令和３年度 13,445 － － － － －

財源内訳

 ６ 背景、経緯 年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 その他

0

令和２年度 100.0% 0 0 0

令和元年度 100.0% 9,227 0 0

0 0

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

 ７ 事業内容

これまで国内外からの来訪者の増加が見込まれるラグビーワールドカップ2019日本大会や東京2020オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会に向け、「港区ワールドプロモーション映像」及び「港区ワールドプロモーショ
ンVR映像」を制作・配信してまいりました。現在は新型コロナウイルス感染症の影響により、外国人旅行者が
激減していますが、将来的にはこれまで以上に多くの外国人観光客が東京を訪れることが期待されています。
魅力的な映像は訪日外国人旅行者が興味関心を持つ最大のポイントとされており、海外も含めて区への関心や
来訪意欲を高める取組となっています。また、区への来訪にあたっては、区内滞在時間を増やすことが区内に
おける消費を喚起するために重要であることから、認知度が高くないスポット等も含めて、区が発信対象とす
るコンテンツを選定し、区の多様な魅力をアピールする映像を作成し、発信していく必要があります。
しかしながら、現在、国際イベントの終了直後で、近年作成した映像が多くあること、また、感染症の影響に
より街での映像撮影が困難なことから、直近の令和３年度・４年度に限り、新規の映像作成は一時休止し、こ
れまで制作した映像の配信に主軸を置き、港区の魅力発信を行います。

令和３年度は、国内外に向けウェブサイトやSNS等を活用して多角的に映像発信を行っています。
実施対象：国内外の視聴者
配信国及び地域：韓国、台湾、香港、フィリピン、マレーシア、シンガポール、アメリカ、イギリス、
オーストラリア及び日本国内
【参考】令和２年度制作　港区ワールドプロモーション映像
Discover the charm of Tokyo Minato City
作成言語：日本語、英語、中国語（簡体字）、中国語（繁体字）、ハングルの５種類
再生時間：100秒、15秒

 ８ 事業実績・指標

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催決定や羽田空港の国際化、査証（ビザ）の発給
要件緩和等により、東京を訪れる外国人観光客の増加が見込まれることから、より多くの外国人観光客
を港区に誘致し、区内の周遊性を図ること、また、日本国内在住の外国人が港区を来訪するきっかけを
創出することを目的に平成27年度から開始しました。港区の魅力ある地域資源を効果的に紹介するた
め、平成27年度に「港区ワールドプロモーション映像」を制作、平成29年度に「港区ワールドプロモー
ション映像」を一部改訂、平成30年度に「港区ワールドプロモーションVR映像」制作、令和２年度に
「港区ワールドプロモーション映像」を制作しました。

令和３年度 100.0% 13,445 0

8,932

指標１
Youtube動画視聴回数

指標２
 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

シティプロモーションにおける行政の取組としては、ロケ撮影がされた場所の紹介だけでなく、新たにロケ地
として選ばれるようなロケ撮影支援の展開が有効であること、ロケ撮影支援は、占用許可等の調整役を区が
担っていくとともに区有施設に限らず都の施設や商店街等での街全体の支援に取り組むこと、また、観光客だ
けでなく区民も含めたシビックプライドの醸成をはじめ、観光施策を取り巻く環境変化をとらえた新たなプロ
モーションの展開など観光政策全体を見直す観点から、本事業は「縮小・一部廃止」と評価します。 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

第３次港区観光振興ビジョン［後期計画］



NO 168

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 2,800 3,125 111.6% 令和元年度 － － －

令和２年度 － － － 令和２年度 2 2 100.0%

令和３年度 － － － 令和３年度 2 － －

 ３ 政策名 (13)　港区ならではの魅力を生かした都市観光を展開する

 ４ 施策名 ②　観光客の視点に立った効果的な情報発信

指標２
歴史観光動画の制作本数

（１）歴史フォーラム
対象者：特段の制限なし
実施回数：年４回（２回×２日）
（２）歴史観光動画の作成
新型コロナウイルス感染拡大防止の観点も踏まえて区内の歴史観光資源に関する動画（坂の名前の由来
等を紹介する動画）を制作しました。（30分１本、５分１本）

指標１
歴史フォーラム開催（申込人数）  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

「歴史フォーラム」について、これまで多くの参加者があり一定の成果があったものの、若年層の参加が少な
いなどの課題があり、今後はよりニーズに合った新たな事業を展開することとして、所期の目的を達成したこ
とから、「縮小・一部廃止」と評価します。

第３次港区観光振興ビジョン〔後期計画〕

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

6,526 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

平成24年度から実施してきた「歴史フォーラム」は累計で多くの方に参加いただくことができ、一定の成果が
ありましたが、若年層の参加が少ないなどの課題があることから、「歴史フォーラム」を終了し、今後は若い
世代も含め幅広い層に港区の歴史を知ってもらうととともに、区内観光を楽しんでもらえるような新たな形態
の事業（企画）を検討します。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 100.0% 10,168 0 0 0

令和２年度 100.0% 6,424 0 0 0

令和３年度 100.0%

－ － －

平成23年度、ＮＨＫ大河ドラマ「江～姫たちの戦国～」の主役である「お江」が、増上寺に埋葬されて
いることから、ドラマ放映により「お江」ゆかりの地として観光客の増加が見込まれました。「お江」
を契機に、歴史の舞台となった港区を様々な視点から広く紹介し、より多くの区民や観光客等の来訪を
目的に歴史連続講座を開催しました。
平成24年度以降は「港区歴史フォーラム」を毎年開催し、区内の歴史観光資源のうち関心度の高いテー
マを取り上げて講演を行うことで区内に点在する歴史観光資源への周遊、回遊を誘致していました。
令和２年度からは、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため集客のイベントを止め、動画の制作を
行っています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 6,526 － －

99.3%

令和２年度 8,124 0 -1,700 6,424 6,423 100.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

港区にある歴史観光資源の魅力を多くの人に知ってもらうため、区内の歴史観光資源に関する動画の制
作や区内周遊を促すイベント行います。

令和元年度 10,273 -105 0 10,168

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

10,093

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　観光政策担当

 １ 事業名 歴史観光資源の活用・促進   １０ 事業費の状況
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当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 1,200 1,249 104.1% 令和元年度 400,000 482,631 120.7%

令和２年度 1,200 1,457 121.4% 令和２年度 550,000 1,068,750 194.3%

令和３年度 1,200 － － 令和３年度 550,000 － －

 ３ 政策名 (13)　港区ならではの魅力を生かした都市観光を展開する

 ４ 施策名 ③　安全・安心で快適な都市観光を満喫できる環境づくり

指標２
ホームページアクセス数

一般社団法人港区観光協会が実施する下記の事業等に対し、補助金を交付して支援します。
　・事務局体制支援
　・港区観光フォトコンテスト支援
　・SNSを活用した観光情報の発信
　・旅行雑誌系情報誌の発行
　・ホームページコンテンツの充実化

指標１
港区観光フォトコンテスト応募作品総数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

港区観光フォトコンテストについて、一般社団法人港区観光協会と調整の上、賞の内容、賞金、経費等を見直
すとともに、フォトコンテストの観光要素を強調するという観点から、入賞作品の展示場所や展示期間を工夫
することで効率化を図ることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区基本計画、第３次港区観光振興ビジョン[後期計画]、港区シティプロモーション戦略、一般社団法人港区観光協
会補助金交付要綱

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

36,652 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

港区観光フォトコンテストについて、主催者である一般社団法人港区観光協会に働きかけ、現在32ある賞のう
ち、いくつかを統合するなどして数を縮小し、賞金やその授与に発生していた経費を見直すとともに、フォト
コンテストの観光要素を強調するという観点から、入賞作品の展示場所や展示期間に工夫を図ってまいりま
す。
なお、一般社団法人港区観光協会は令和４年度に芝五丁目複合施設（札ノ辻スクエア）に移転しますが、移転
先の執務室の賃借料について、行政財産使用の減免申請手続きを行う予定です。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 100.0% 36,652 0 0 0

令和２年度 100.0% 36,652 0 0 0

令和３年度 100.0%

－ － －

一般社団法人港区観光協会は約150の観光関係事業者から構成されている団体で、発足当時から区内の観
光振興における重要な役割を担い、区と協力関係を築いてきました。
平成30年6月に一般社団法人化してからは、今まで以上に会員同士の交流の機会を設けて新たな取組を積
極的に進めており、区の事業とも様々な形で連携しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 36,652 － －

100.0%

令和２年度 36,652 0 0 36,652 36,652 100.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

港区内の観光振興を図るため、一般社団法人港区観光協会が行う事業及び事務局体制を支援します。

令和元年度 36,652 0 0 36,652

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

36,652

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　観光政策担当

 １ 事業名 港区観光協会補助金  １０ 事業費の状況
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当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 1,500 2,032 135.5% 令和元年度

令和２年度 1,500 0 0.0% 令和２年度

令和３年度 1,500 － － 令和３年度 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 産業・地域振興支援部　観光政策担当

 １ 事業名 夜の観光施策の推進     １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ４　港区からブランド性ある産業・文化を発信する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

安全・安心に配慮した観光体験を提供するため、区内の商店街や企業等と連携し、観光客に対して区の
多彩な夜の魅力を紹介するとともに、港区ならではのナイトタイムエコノミーを推進します。

令和元年度 19,872 105 0 19,977

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

19,970 100.0%

令和２年度 19,254 0 0 19,254 495 2.6%

－ － －

地域の状況に応じた夜間の楽しみ方を拡充し、夜ならではの消費活動や魅力創出をすることで、経済効
果を高めることを目的に国を挙げて、ナイトタイムエコノミーの推進に取組んでまいりました。
港区では、来訪者のみならず区民も含め、人々が安心・安全を実感しながら、思い出に残る時間を過ご
すことができるよう、夜の観光振興と安全・安心を両立させた取組を推進します。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 15,287 － －

その他

令和元年度 100.0% 19,872 0 0 0

令和２年度 100.0% 19,254 0 0 0

令和３年度 100.0% 15,287 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

これまで、国内外からの来訪者の増加が見込まれるラグビーワールドカップ2019日本大会や東京2020オリン
ピック・パラリンピック競技大会に向け、ナイトイベントの実施や検討を行い、ナイトタイムエコノミーの推
進に取り組んでまいりました。
区が実施するイベントの場合、規模や実施時期が限られてしまうため、今後は、区がナイトイベントを主催す
るのではなく、民間企業・団体が取り組む活動に対し補助金という形で支援することで、より効果的なナイト
タイムエコノミーの推進を目指します。
夜の港区の魅力を発信する冊子については、一般社団法人港区観光協会が発行する冊子との統合を検討しま
す。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

区がナイトイベントを主催するのではなく、民間企業・団体が取り組む活動に対し補助金制度により支援する
ことで、規模や実施時期に縛られず、民間のノウハウを活用した、より効果的な事業展開を図り、また、夜の
港区の魅力を発信する冊子については、一般社団法人港区観光協会が発行する冊子と統合することで効率化を
図ることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

第３次港区観光振興ビジョン［後期計画］、港区ナイトタイムエコノミー検討会設置要綱

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 (13)　港区ならではの魅力を生かした都市観光を展開する

 ４ 施策名 ③　安全・安心で快適な都市観光を満喫できる環境づくり

指標２

令和元年度事業
(1)「MINATO NIGHT WEEK2019」の実施
ナイトヨガ、ナイト舟運ツアー、ナイトバスツアー等のイベントを実施しました。
(2)「MINATO NIGHT STYLE」の発行
夜の港区の魅力を発信する冊子を作成しました。

令和２年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、実施を検討していたイベントは中止
し、一般社団法人港区観光協会ホームページで公開している「MINATOフラッグ店」(※)の情報を更新し
て周知しました。  (※)危機管理・生活安全担当で実施している制度

指標１
ナイトイベント応募者数
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６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 24回 24回(485人） 100.0% 令和元年度 554件 635件 114.0%

令和２年度 24回 18回(286人） 75.0% 令和２年度 600件 404件 67.0%

令和３年度 24回 － － 令和３年度 600件 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 みなと保健所　保健予防課

 １ 事業名 エイズ・性感染症等予防事業  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率年度 当初予算額 流用 ３ 政策名 (21)区民が健やかで安心に暮らすことができるよう支援する

検査の機会と場を提供し、エイズ及び性感染症の感染予防と早期発見による重症化の防止を図ります。
また、エイズ及び性感染症を予防する知識の普及啓発により、幅広い世代への予防対策を推進します。

令和元年度 19,629 -2,486 0

 ５ 事業説明文

 ４ 施策名 ①感染症対策の強化・推進 16,754 97.7%

令和２年度 16,828 -612 0 16,216 12,621 77.8%

17,143

－ － －

エイズ・性感染症検査及び相談(保健所検査）
平成7年(HIV検査）/平成12年(性感染症検査）/平成21年(HIV即日検査）

エイズ・性感染症検査委託事業(ＡＩチェック）
平成19年6月開始

エイズ・性感染症予防の普及・啓発
平成8年度開始

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 16,242 － －

その他

令和元年度 65.8% 12,921 0 0 6,708

令和２年度 81.5% 13,719 0 0 3,109

令和３年度 80.0% 13,001 0 0 3,241

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

エイズ・性感染症を予防するための普及啓発活動については、これまでチラシを印刷しテッシュ等に同梱して
配布していましたが、今後はホームページやＳＮＳ等を活用した方法に切り替え、幅広い世代に周知すること
で、より多くの目にとまり予防対策の推進を図ります。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

エイズ・性感染症を予防するための普及啓発にかかるチラシの印刷や啓発品について、今後はホームページや
ＳＮＳ等を活用した情報発信に見直すことで効率化を図ることから「縮小・一部廃止」と評価します。

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針(厚生労働省告示）
性感染症に関する特定感染症予防指針(厚生労働省告示）

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２

エイズ・性感染症検査委託事業
（ＡＩチェック）

・区内在住・在勤にかかわらず、エイズ相談・ＨＩＶ抗体検査事業に加えて、梅毒、性器クラミジア感
染症、淋菌感染症の３疾患を月2回匿名・無料で実施しています。ＨＩＶ即日検査はR1年、R2年はコロナ
で中止、ＭＳＭ新橋あんしん検査も匿名・無料で実施しています。
・区内在住・在勤・在学を対象にエイズ、梅毒、性器クラミジア感染症、淋菌感染症の検査を、港区医
師会と委託契約を結び、推薦医療機関で、前期・後期合計６００件の検査を匿名、無料で実施していま
す。
・エイズ及び性感染症を予防するためのチラシ・ポスター等の作成及びティッシュの配布。区内中学校
に向けたエイズ・性感染症普及啓発授業を行うことで、若い世代を中心とした幅広い世代への予防対策
を推進します。

指標１

エイズ・性感染症検査及び相談
(保険所検査）
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当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 5,539 5,684 102.6% 令和元年度 400 443 110.8%

令和２年度 5,684 2,274 40.0% 令和２年度 443 282 63.7%

令和３年度 2,274 － － 令和３年度 282 － －

 ３ 政策名 （21）区民が健やかで安全に暮らすことができるよう支援する

 ４ 施策名 ②　安心できる地域保健・地域医療体制の推進

指標２
休日歯科診療、休日歯科固定診療患者取扱数

（１）休日診療：港区医師会に委託し、輪番制による内科・小児科診療施設を休日午前９時から午後５時まで開設
（１休日あたり２施設。ただし、年末年始及び冬季（12月中旬～３月中旬）は３施設）。年末年始については入院可
能な施設２施設で病床確保
（２）休日準夜診療：港区医師会に委託し、輪番による内科・小児科診療施設を休日の午後５時～午後10時まで開設
（１休日あたり１施設）
（３）輪番による歯科診療施設を休日午前９時～午後５時まで開設し応急歯科診療を実施（１休日あたり１又は２施
設）
（４）休日歯科固定診療：みなと保健所２階の「港区口腔保健センター」で休日午前９時～午後５時まで応急歯科診
療を実施
（５）当番薬局電話相談：港区薬剤師会が実施する休日及び夜間における区民からの薬に対する電話相談事業に対し
補助金を交付
（６）休日処方箋応需薬局事業：感染症が流行する冬場において院外処方できる薬局を増設

指標１
休日診療・休日準夜診療の患者取扱数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業において実施している休日歯科固定診療については、利用者の状況を鑑みて、固定診療ではなく、クリ
ニック輪番制による診療を充実させることにより、区民が身近な場所で応急歯科診療を受けられる体制に見直
し、より効率的で効果的な実施方法に見直すことから、「縮小・一部廃止」と評価します。

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

65,808 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

この事業は日曜日・祝日・年末年始の医療の確保のた、各自治体で実施しているものであり、区民の健康を守
ると同時に、トリアージをすることで二次救急体制を守るために、今後も継続することが必要な事業です。
しかし、毎週日曜、みなと保健所２階の港区口腔保健センターで実施している休日歯科固定診療について
は、、利用者数が少ない状況です。現在、港区口腔保健センターで実施している休日歯科固定診療では歯科診
療を行うとともに、歯科衛生士が区民からの電話に対応し、住所を確認し受診先の振り分けを行っています。
また、処置等についての質問にも対応をしています。コールセンター的な振り分け機能は残しつつ、固定診療
ではなく、クリニック輪番制による診療を充実させることにより、区民が身近な場所で応急歯科診療を受けら
れる体制が望ましいと考えます。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 100.0% 68,358 0 0 0

令和２年度 100.0% 66,013 0 0 0

令和３年度 100.0%

－ － －

昭和５０年、都から移管され実施している事業で２３区全ての区で実施している事業です。
休日の初期救急体制を確保します。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 65,808 － －

99.8%

令和２年度 66,013 0 0 66,013 65,880 99.8%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

日曜日・祝日及び年末年始の休日の急病軽症患者に対する医療を提供することで、区民の医療不安を解
消します。

令和元年度 68,358 80 0 68,438

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

68,304

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 みなと保健所　保健予防課

 １ 事業名 休日診療  １０ 事業費の状況



NO 173

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 50 31 62.0% 令和元年度 1,800 1,800 100.0%

令和２年度 50 0 0.0% 令和２年度 1,700 1,700 100.0%

令和３年度 50 － － 令和３年度 1,900 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 みなと保健所　健康推進課

 １ 事業名 母子保健健康教育  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

妊娠、出産、育児についての知識と情報を実習やグループワーク等を通じ、具体的に伝えるとともに仲
間づくりを支援します。

令和元年度 12,140 10 0 12,150

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

10,782 88.7%

令和２年度 12,672 888 -5,565 7,995 7,826 97.9%

－ － －

区では妊娠中から安心して子どもを育める環境を整備するため、各種相談事業、健康教育事業を実施し
ております。区では、乳幼児を持つ保護者を対象に、知識の習得や育児不安の緩和を目的に平成12年か
ら「子育て講演会」を年に1回実施し、20～40人前後の参加がありました。
現在、港区子ども家庭総合支援センターやあい・ぽーとなどの様々な施設で子育てに関する講座が行わ
れています。育児不安への対応はすくすく育児相談や助産師総合窓口等で対応しております。
また、学童期の児童が健康に関する知識を習得することを目的として、平成12年から「子ども健康読
本」を配布しました。令和2年からは冊子作成を見直し、ホームページに冊子のデータを掲載していま
す。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 11,546 － －

その他

令和元年度 100.0% 12,140 0 0 0

令和２年度 100.0% 12,672 0 0 0

令和３年度 100.0% 11,546 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　乳幼児をもつ保護者を対象に育児に関する啓発を行う「子育て講演会」については、区内の子育て施設等で
実施している講座等があり、乳幼児健診、すくすく育児相談等の他事業でも同等の効果が得られます。実績
（年１回、40組60人程度）においても必ずしも効率的でないため廃止します。
　また、子ども健康読本については、区内小学校６年生を対象に冊子を配布してきましたが、近年授業で活用
された実績がなく、効果性を評価できません。一方、電子データを既にホームページで掲載しており、今後は
広く区内の子どもたちに周知するため、母子手帳アプリ、出産子育て応援メール、Twitter等を活用して広報
することが可能です。これらの事情から、子ども健康読本の冊子による配布は廃止します。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業の中で実施している、「子育て講演会」については、区内の子育て施設等で実施している講演会がある
ことや他の事業により同等の効果が得られること、講演会参加者数の実績値などから見て、効率性、効果性の
観点から廃止します。また、子ども健康読本の電子データ化により冊子による配布を廃止します。以上のこと
から、「縮小・一部廃止」と評価します。

母子保健法、港区基本計画、港区地域保健福祉計画

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 (21)区民が健やかで安全に暮らすことができるよう支援する

 ４ 施策名 ③子どもの健康を守る体制をつくる

指標２
子ども健康読本配布数（単位：冊）

「子育て講演会」と「子ども健康読本」の他に、母親学級と両親学級、「なかよし会」（ダウン症児を
持つ親の会）、「ふたごの会」、「ぷちとまとの会」（2000ｇ以下で生まれた子を持つ親の会）、「グ
ループお母さんの時間」（育児に困難を抱える親が自分の問題を語り合う会）等の事業を母子健康教育
事業の中で実施しています。

指標１
子育て講演会参加者数（単位：組）
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 300 245 81.7% 令和元年度 50 36.4 72.8%

令和２年度 200 169 84.5% 令和２年度 50 37.1 74.2%

令和３年度 100 － － 令和３年度 50 － －

 ３ 政策名 (21)区民が健やかで安全に暮らすことができるよう支援する

 ４ 施策名 ⑤がん対策の強化・推進

指標２
受診率（乳がん）（単位：％）

がんの予防、早期発見、地域がん医療の充実及びがん患者・家族への支援について、普及啓発するイベ
ント「がん対策みなと」を港区医師会等の関連団体と連携して実施しています。

指標１
参加者数（単位：人）  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業の中で実施している、普及啓発イベント「がん対策みなと」については、「がん在宅緩和ケアセンター
（ういケアみなと）」が開設され、がん患者やその家族、一般区民を対象にしたセミナーやイベントが行われ
ていること、新型コロナウイルス感染症拡大を踏まえ新たな実施手法による普及啓発を進めていることなどか
ら、区がイベントを実施する必要性、効果性が低下しているといえるため、経常事業としては廃止することか
ら、「縮小・一部廃止」と評価します。

健康増進法、港区基本計画、港区地域保健福祉計画

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

6,840 0 3,294 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　本事業は、平成28年に策定した港区がん対策推進アクションプラン（平成28年度～平成32年度）における重
点事業として平成28年度から令和2年度まで実施してきました。
　参加者数については年々減少（指標１）しており、がん検診受診率（指標２）も計画策定年度である平成27
年度時点から9.0ポイント上昇するなど、個別受診勧奨等他の取組とも相まってがん検診受診の必要性への理
解が進んでいるものと評価できます。また、計画策定後の平成30年度には「がん在宅緩和ケア支援センター
（ういケアみなと）」を開設しており、がん患者及びその家族への支援については専門施設で実施可能となり
ました。
　更に、令和２年度以降は新型コロナウイルス感染拡大に伴い、会場周遊型での実施が困難になったことから
事前予約制の講演会及び映像配信に手法を改めています。
　これらの状況から、本事業の目的は一定程度達成されたと評価することができるとともに、がん予防・がん
検診に関する基本的知識よりも、がん検診における最新の知見等区民に対して適時適切に訴求すべきテーマに
絞った普及啓発事業を実施するなど、より効果的な財源配分が必要であるため、経常事業としては廃止しま
す。 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 57.9% 3,697 0 2,687 0

令和２年度 22.1% 1,261 0 4,455 0

令和３年度 67.5%

－ － －

区では、がんによる死亡が30％を超えており、75歳未満年齢調整死亡率は、男性で大腸がん、女性で大
腸がん、乳がん、子宮頸がんについて都平均を上回っていました。また、退院後の相談体制やがん患者
の在宅療養を支援する取組の不足が課題となる中、がんに関する区民の関心と意識を高め、がん予防、
がん検診の必要性について理解を促進するため、平成28年度から普及啓発イベント「がん対策みなと」
を実施しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 10,134 － －

97.0%

令和２年度 5,716 0 0 5,716 2,832 49.5%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

がんの予防、早期発見、地域がん医療の充実及びがん患者・家族への支援について、区民、企業、医療
機関等と協力して取り組んでいます。

令和元年度 6,384 0 0 6,384

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

6,194

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 みなと保健所　健康推進課

 １ 事業名 がん対策の推進  １０ 事業費の状況



NO 174

（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 － － － 令和元年度 － － －

令和２年度 100% 60% 60.0% 令和２年度 10 7 70.0%

令和３年度 100% － － 令和３年度 20 － －

 ３ 政策名 (21)区民が健やかで安全に暮らすことができるよう支援する

 ４ 施策名 ④健康づくりの積極的支援

指標２
専門アドバイザー派遣件数

①相談窓口の設置（業務委託）【令和元年６月～】
  受動喫煙防止対策に関する事業者や区民からの相談・苦情対応を行います。また、飲食店が喫煙可能
室を設置した際の届出の受付を行います。
②飲食店の巡回確認（業務委託）【令和２年10月～】
　改正法等に定められた標識が区内飲食店に掲示されているか、巡回員が訪問確認を行います。
③リーフレットの送付、説明会等
　区内の全飲食店や事業所に受動喫煙防止に関するリーフレットを送付し、説明会を開催するなどして
制度を周知します。

指標１
標識未掲示飲食店への巡回等による改善率  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

受動喫煙防止の巡回指導員については、関係法令及び条例の遵守を指導する上で効果が認められ、今後は法及
び条例への理解が不足している事業者への指導業務に集中して取り組むため、事業者全体に対する周知啓発業
務は廃止することから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区基本計画、港区地域保健福祉計画、健康増進法、東京都受動喫煙防止条例

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

7,992 0 12,932 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

 令和４年度で制度開始後２年が経過し、事業者に制度が理解、定着してきている状況を踏まえ、新規開設店
等の法・条例への理解が不足している事業者への指導業務に集中して取り組むため、事業者全体に対する周知
啓発業務は廃止します。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 0.4% 57 0 15,063 0

令和２年度 0.0% 0 0 18,645 0

令和３年度 38.2%

－ － －

　令和２年４月１日に改正健康増進法及び東京都受動喫煙防止条例が全面施行され、多くの者が利用す
る施設については原則的に屋内禁煙となり、屋内に喫煙場所を設ける場合には一定の要件を満たす必要
があります。
　一方、各施設管理者の改正法等の主旨や制度内容の理解は十分とはいえず、区は引き続き周知を行っ
ていく必要があり、制度を知りながら対応していない管理者には適切に指導等を行わなければなりませ
ん。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 20,924 － －

95.8%

令和２年度 23,154 0 0 23,154 18,644 80.5%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　改正健康増進法及び東京都動喫煙防止条例（以下「改正法等」という。）に基づき、区内の飲食店な
ど様々な施設の管理者に受動喫煙防止の制度を周知するとともに、環境づくりを支援します。また、改
正法等の定める要件に適合していない施設への助言・指導を行います。

令和元年度 17,144 -1,285 0 15,859

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

15,193

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 みなと保健所　健康推進課

 １ 事業名 受動喫煙防止対策推進事業  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 ８か所 ６か所 75% 令和元年度

令和２年度 ８か所 10か所 125% 令和２年度

令和３年度 10か所 － － 令和３年度 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 環境リサイクル支援部　環境課

 １ 事業名 みなとタバコルール推進  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ２　環境にやさしい都心をみなで考えつくる 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

 ４ 施策名 ①環境美化活動の推進 令和元年度 446,997 -76 57,640

 ３ 政策名 （８）環境に対する意識を高め、健康で快適に暮らせる生活環境をつくる 年度 当初予算額 流用

504,561 457,420 90.7%

 ５ 事業説明文 令和２年度 499,428 -1,066 -53,441 444,921 420,558 94.5%

　道路など屋外の公共の場所での喫煙・ポイ捨てを禁止する「みなとタバコルール」を推進するため、
「周知・啓発」「巡回・重点指導」「喫煙場所の整備」を実施しています。

令和３年度 570,272 － － － － －

財源内訳

 ６ 背景、経緯 年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 その他

0

令和２年度 90.9% 0 44,464 1,033

令和元年度 90.4% 404,264 0 42,733

45,000 0

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

 ７ 事業内容 　「みなとタバコルール」における「巡回・重点指導」については、改正健康増進法、東京都受動喫煙防止条
例全面施行当初に懸念していた路上喫煙が減少していること、及び東京オリンピック・パラリンピック競技大
会が終了による規模縮小が可能なことから、午前７時30分から午後３時30分の巡回指導班を５班縮小します。
　ただし、港区環境美化の推進及び喫煙による迷惑の防止に関する条例の改正により、加熱式たばこの喫煙も
規制対象となったため、引き続き、みなとタバコルールを周知・徹底していく必要があります。
　こうした状況を踏まえ、朝の通勤時間帯に13班で実施している駅前等の喫煙場所での立哨指導は、継続して
実施します。また、特に重点的に対策が必要な昼休み時間帯の指導班数（25班）を維持するため、午後１時か
ら午後９時までの巡回指導班（５班）を午前11時30分から午後７時30分までに前倒しします。これに伴い、夜
間の繁華街等での路上喫煙等の指導は、青色防犯パトロールや客引き防止プロジェクトと連携して対応しま
す。
　「喫煙場所の整備」は、引き続き、港区基本計画の重点課題に掲げている分煙効果の高い密閉型指定喫煙場
所の整備に取り組みます。
※縮小経費（概算）：-50,875千円

　区は「港区環境美化の推進及び喫煙による迷惑の防止に関する条例」でみなとタバコルールを定め、
道路など屋外の公共の場所における喫煙・ポイ捨てを禁止し、指定喫煙場所の整備や、喫煙者のマ
ナー・モラルの向上を図っています。
　みなとタバコルールの取組のうち、「巡回・重点指導」については、令和２年４月の改正健康増進
法、東京都受動喫煙防止条例全面施行及び東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向け
て、指導体制を強化しており、現在は、7:30～15:30を25班、13:00～21:00を5班体制で実施していま
す。
　指定喫煙場所の整備については、平成26年度以降、指定喫煙場所の整備数が年々増加し、令和３年度
末に１００か所となる見込みです。

 ８ 事業実績・指標

　平成15年度に「みなとタバコルール」の取組を開始し、指定喫煙場所の整備や地域との協働による
キャンペーン等の啓発活動を実施してきました。平成26年度には、「港区環境美化の推進及び喫煙によ
る迷惑の防止に関する条例」で、港区内で暮らす人、働く人、訪れる人など全ての人が守るべきルール
として定め、たばこを吸う人も吸わない人も、誰もが快適に過ごせるまちを目指し、取組を行っていま
す。

令和３年度 92.1% 525,272 0

453,931

指標１

指定喫煙場所の整備／密閉型指定喫煙場所の
整備（令和３年度～）（箇所）

指標２
 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

事業を推進するに当たっては、３つの事業（青色防犯パトロール、みなとタバコルール推進、客引き防止プロ
ジェクト）の連絡会議の開催により地域課題やニーズを情報共有し、合わせて警察署との連携を強化しながら
地域の要望に柔軟に対応していくことで、区民の安全安心につなげ、業務の更なる効率化や質の向上が期待で
きることから、「縮小・一部廃止」と評価します。 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

港区基本計画・港区環境基本計画・港区環境美化の推進及び喫煙による迷惑の防止に関する条例
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 12 11 91.7% 令和元年度 24 24 100.0%

令和２年度 10 9 90.0% 令和２年度 12 9 75.0%

令和３年度 8 － － 令和３年度 12 － －

 ３ 政策名 （８）環境に対する意識を高め、健康で快適に暮らせる生活環境をつくる

 ４ 施策名 ②健康で安全な生活環境の確保

指標２

水浴場水質判定基準（水質C）の達成
状況（延回数）

【海域における環境基準調査】（4、11、1、3月に実施予定）
海域2か所　区立お台場レインボー公園前先海域、台場駅前先海域
【水際における水浴場水質判定基準調査】（4、3月に実施予定）
水域3か所　お台場学園前水際、都営台場一丁目アパート1号棟前水際、区立台場保育園前水際
※各1日につき午前と午後で2回採水
【雨天時調査】（年1日）
上記計5か所　※雨天状況により実施時期不定
なお、オリンピックパラリンピック期間前後は立入不能となることが見込まれるため、時期や回数が変
動する可能性があります。

指標１
環境基準の達成状況（延回数）  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業で実施している海域における環境基準調査については、東京都でも類似かつより広範囲の事業を行って
おり、東京都が公表しているデータを活用することで代用することが可能なことから廃止とし、「縮小・一部
廃止」と評価します。

港区環境基本計画、環境基本法

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

2,453 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業では、海域における環境基準調査と水際における水浴場水質判定基準（お台場海浜公園は現在水浴場で
はないため参考値）調査を行っています。
しかし、海域における環境基準調査については東京都でも類似かつより広範囲の事業を行っています。そのた
め、東京都が公表しているデータを活用することで代用することができます。
一方で、水際における水浴場水質判定基準調査については、区が独自で実施しているものであり、かつ、お台
場海浜公園を水浴場として使用することを将来的に見越すと継続的にモニタリングしていく必要性があると考
えます。
よって、海域における環境基準調査については廃止とし、水際における水浴場判定基準調査については継続す
る必要があります。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 100.0% 2,640 0 0 0

令和２年度 100.0% 2,640 0 0 0

令和３年度 100.0%

－ － －

区は、お台場海浜公園で、お台場海水浴や地曳網、海苔の育成や環境学習など、海にかかわる様々なイ
ベントを行っています。安心して泳げる海を目指し、平成26年度からお台場海浜公園内において、海域
及び水際の水質調査を実施しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 2,453 － －

100.0%

令和２年度 2,640 -598 0 2,042 1,980 97.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

本事業は、お台場の海の調査を定期及び夏季の事業等に合わせて行っており、水質汚濁に係る環境基準
や水浴場水質判定基準(お台場海浜公園は現在水浴場ではないため参考値)の達成状況をホームページに
て公開することで、区民へ積極的に水質状況の情報提供を行っています。

令和元年度 2,640 -66 0 2,574

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

2,574

 ２ 基本政策 ２　環境にやさしい都心をみなで考えつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 環境リサイクル支援部　環境課

 １ 事業名 台場水質調査  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 750 685 91.3% 令和元年度

令和２年度 850 720 84.7% 令和２年度

令和３年度 850 － － 令和３年度
事業の周知について、ＳＮＳ等の活用などを検討しつつ、ちぃばすにおける広告掲出の廃止により業務改善を
図ることから、本事業は「縮小・一部廃止」と評価します。

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

港区環境基本計画

指標１
参加世帯数

指標２
 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

0 0

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

 ７ 事業内容
区の民生家庭部門における二酸化炭素排出量は、世帯当たりの二酸化炭素排出量が減少傾向にあるものの、世
帯数の増加により減少分が相殺されていると考えられ、近年横ばいです。
2030年度までに温室効果ガスを2013年度比で46％削減する目標達成に向けた国の地球温暖化対策計画では、民
生家庭部門で大幅な削減が求められます。
しかしながら、広大な敷地が必要な再生可能エネルギー設備の設置等の対策は一般家庭では困難なため、区民
自身が実行可能な対策は、日常的な省エネルギー行動が中心です。
民生家庭部門の二酸化炭素排出量を削減するには、日ごろから環境にやさしい行動を実践する世帯を更に増や
すことが必要で、現在の仕組みは区民の行動を促し、評価することができるため、有効な取組です。毎年度、
参加世帯数は50世帯程度増加しています。
上記理由により、継続していかなければなりません。
今後も事業を広げていくため、ＳＮＳを活用するなど、より積極的な広報活動を実施していきます。

「みなとエコチャレンジ」の実施
省エネ等の環境にやさしい自発的な行動や、環境に関するイベントへの参加に対してポイントを付与し
ます。参加者は、獲得したポイント数に応じて間伐材グッズや区内共通商品券などに交換することがで
きます。この取組により、家庭における環境にやさしい行動の実践と定着を支援し、二酸化炭素排出量
の削減を促進します。

 ８ 事業実績・指標

「港区節電対策基本方針」に基づく取組みとして、区民の環境にやさしい行動を支援するため、平成24
年7月より開始しました。

令和３年度 100.0% 1,958 0

1,907 0 0 0

令和元年度 100.0% 1,994 0 0

－ － －

財源内訳

 ６ 背景、経緯 年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 その他

0

令和２年度 100.0%

二酸化炭素排出量の削減を促進するため、家庭における省エネ行動や環境イベントへの参加等に取り組
みやすい仕組みを提供し、環境にやさしい行動の実践と定着を支援します。

令和３年度 1,958 － －

1,934 97.0%

 ５ 事業説明文 令和２年度 1,907 0 0 1,907 1,887 99.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

 ４ 施策名 ③環境教育・環境保全活動の推進 令和元年度 1,994 0 0

 ３ 政策名 (８)環境に対する意識を高め、健康で快適に暮らせる生活環境をつくる 年度 当初予算額 流用

1,994

 ２ 基本政策 ２　環境にやさしい都心をみなで考えつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 環境リサイクル支援部　環境課

 １ 事業名 環境にやさしい行動推進  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 80,000 72,000 90.0% 令和元年度 3 3 100.0%

令和２年度 44,000 43,600 99.1% 令和２年度 3 3 100.0%

令和３年度 42,000 － － 令和３年度 3 － －

 ３ 政策名 （６）持続可能な循環型の都心づくりを進める

 ４ 施策名 ①区民の参画と協働による３Ｒの推進

指標２
年代別リーフレット作成種別（種類）

区民や事業者に対し、清掃事業及びごみ減量について次のとおり普及啓発を行っています。
○普及啓発に係る冊子の印刷、発行：「港区の清掃とリサイクル」、年代別啓発リーフレット（小学生
低学年用、高学年用、中学生用）、「資源とごみの分別ガイドブック」（日本語版、英語版、ハングル
版、中国語版）、「資源とごみの分け方・出し方」（日本語・英語版、日本語・ハングル版、日本語・
中国語版。「資源とごみの分別ガイドブック」に折込み）
○清掃車両ラッピング広告
○ごみ分別アプリ
○エコライフフェアＭＩＮＡＴＯ出展
○清掃協力会への補助金交付

指標１

資源とごみの分別ガイドブック、外国
語版分別チラシ発行部数

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

既存刊行物のうち、「港区の清掃とリサイクル」については、内容の利用対象を広範囲として発行しています
が、区民や団体、区施設からの問合せやニーズの実績を精査した結果、必要な発行部数を見直すことから、
「縮小・一部廃止」と評価します。

港区基本計画、港区環境基本計画、港区一般廃棄物処理基本計画

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

5,100 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

既存刊行物のうち「資源とごみの分別ガイドブック」及び「資源とごみの分け方・出し方」は、資源・ごみの
分別方法や地域別回収・収集日を詳細に紹介しており、区施設での配布のほか、頻繁に受ける区民や集合住宅
管理者からの配送要望に対応しているため、発行の継続は必要です。令和２年度は課内組織改正に伴い発行部
数を見直し、現在は適切な発行部数で運用しています。
一方、「港区の清掃とリサイクル」については、内容の利用対象を広範囲として発行していますが、区民や団
体、区施設からの問合せやニーズの実績を精査した結果、必要な発行部数を現行1,500部から1,000部としま
す。
なお、「年代別啓発リーフレット」は従来区立小・中学校へ配付し、学校での環境学習で活用していただいて
いましたが、児童・生徒の個別タブレット端末による学習が可能となったため、令和３年度から紙媒体の発行
を廃止し、電子媒体による運用を開始しました。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 100.0% 12,076 0 0 0

令和２年度 100.0% 5,773 0 0 0

令和３年度 100.0%

－ － －

ごみの減量やリサイクルの推進を図るには、区民や事業者の理解と協力が重要です。平成12年度から清
掃事業が区に移管され、区の特性に応じた事業を実施するために様々な普及・啓発活動を行っていま
す。
○刊行物の発行、配布：「港区の清掃とリサイクル」（平成14年度～）、「年代別啓発リーフレット」
（平成15年度）、「資源とごみの分別ガイドブック」（平成20年度～）
○ごみ分別アプリ配信：平成28年度～
○エコライフフェアＭＩＮＡＴＯ出展：平成9年～
○清掃協力会への補助金交付：平成8年度～

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 5,100 － －

90.4%

令和２年度 5,773 -295 5,478 4,806 87.7%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

普及啓発を通じて区民・事業者の清掃事業への理解、協力を得て、ごみの減量やリサイクルの推進を図
ります。

令和元年度 12,076 -3,749 8,327

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

7,524

 ２ 基本政策 ２　環境にやさしい都心をみなで考えつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 環境リサイクル支援部みなとリサイクル清掃事務所

 １ 事業名 清掃事業普及・啓発  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 2 2 100.0% 令和元年度 50 77 154.0%

令和２年度 2 2 100.0% 令和２年度 40 13 32.5%

令和３年度 2 － － 令和３年度 40 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 防災危機管理室　防災課

 １ 事業名 犯罪が起きにくい環境づくりの推進  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 １　都心の活力と安全・安心・快適な暮らしを支えるまちをつくる 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　安全で安心できる港区を実現するため、関係団体との連携や区有施設の防犯対策、落書き対策を強化
します。
　令和３年度から「落書き対策」事業を統合しました。

令和元年度 9,188 -1,400 0 7,788

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

4,597 59.0%

令和２年度 7,248 -105 0 7,143 7,108 99.5%

－ － －

・ながら見守り連携事業…区民と直接ふれあう機会が多い事業者に、日常業務をしながら見守りに協力
してもらい、子どもや高齢者等が安全で安心して暮らせる港区を目指します。
・子どもの見守り活動の支援…児童・生徒が登下校する時間帯にあわせて、PTA等が、通学路での声かけ
や安全確保の活動をする際に必要な物品を貸与し活動を支援します。
・区有施設の不審者侵入対策…区有施設のうち、子どもや女性、高齢者を対象とした施設に防犯機器を
配備します。
・落書き対策…落書きは美観を損ねるだけでなく、地域の無関心を想起させ、犯罪を誘発する恐れがあ
ります。快適で良好な生活環境を保持し、体感治安を高める目的として、区民への落書き消去剤等の貸
与や専門業者の活用による落書き消去事業を開始しました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 6,882 － －

その他

令和元年度 100.0% 9,188 0 0 0

令和２年度 100.0% 7,248 0 0 0

令和３年度 100.0% 6,882 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　落書き対策の消去支援については、過去３年の申請件数が一定程度あり、現在も新たな落書きが発見されて
いることから、引き続き取り組むこととします。
　※落書き対策の予算現額及び決算額
　令和元年度…9,172千円、2,566千円
　令和２年度…6,621千円、1,005千円

　防犯機器の配備については、各施設に刺股・防護盾・ネットランチャーを２セットずつ配備していますが、
使用方法の習熟に必要な訓練には経費がかかりすぎることと、一括発注による費用面でのメリットが生じない
ことから、ネットランチャーの一律配備は終了し、刺股と防護盾を施設ごとの必要数配備することとします。
施設の構造や職員配置状況などの理由によりネットランチャーの配備を継続する場合は各施設が配備すること
とします。
・配備施設数：208施設（令和２年度）
・ネットランチャー交換用グリップ：＠12,500×税 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

防犯機器のネットランチャーの配備については、各施設の実態や緊急時の有用性等を踏まえ、現在の一律配備
の方法を見直す必要があることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区生活安全行動計画、安全で安心できる港区にする条例、港区落書き消去支援要綱、港区落書き対策
防犯カメラ貸与事業実施要綱

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 （５）安全で安心して暮らせる都心をつくる

 ４ 施策名 ③安全で安心できるまちづくりの推進

指標２
事業者による落書き消去支援

　関係機関との連携や、防犯機器の配備を行うことで、犯罪が起きにくい環境づくりを推進します。
・ながら見守り連携事業協定締結　対象：区内事業所　15事業者（R3.7現在）
・子ども見守り用品の貸与　　　　対象：ＰＴＡ等　　8,955枚（H22～R3.7現在）
・区有施設への防犯機器配備　　　対象：子ども、女性等が利用する施設　208施設
・落書き対策　消去支援　　　　　対象：区民等　　　614件（H29.10～R3.7現在）

指標１
ながら見守り連携事業協定締結数
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 350 608 173.7% 令和元年度 100 -278 -278.0%

令和２年度 600 676 112.7% 令和２年度 100 308 308.0%

令和３年度 650 － － 令和３年度 100 － －

 ３ 政策名 （５）安全で安心して暮らせる都心をつくる

 ４ 施策名 ③安全で安心できるまちづくりの推進

指標２
刑法犯認知件数の減少数（前年比）※

【①パトロール隊による指導】区内の繁華街にパトロール隊を配置し、条例の違反行為者に対する指導等
を実施し、客引き行為等を防止します。また、路上喫煙やごみの不法投棄等の迷惑行為を抑止・啓発し、
繁華街の安全・安心を確保します。
【②客引き防止キャンペーンの実施】地域、警察、区が連携し、客引き行為等の防止に向けた機運を高め
る機会とするため、パレードや啓発活動を実施します。
【③条例に基づく誓約書の提出】飲食店営業を行う事業者に条例の規定を遵守する旨を記載した誓約書の
提出を求め、提出した事業者にステッカーを送付し、店舗に掲げてもらっています。

指標１
違反者数（指導書交付件数）  1２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

事業を推進するに当たっては、３つの事業（青色防犯パトロール、みなとタバコルール推進、客引き防止プロ
ジェクト）の連絡会議の開催により地域課題やニーズを情報共有し、合わせて警察署との連携を強化しながら
地域の要望に柔軟に対応していくことで、区民の安全安心につなげ、業務の更なる効率化や質の向上が期待で
きることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区客引き行為等の防止に関する条例

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

341,539 0 0 650

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

〇区は、青色防犯パトロール、みなとタバコルール巡回指導、パトロールを実施しており、効果・効率性の観
点から、事業統合の可否や実施体制等について検討を進めてきました。検討の結果、事業の実施目的や内容が
異なることなどから、事業の統合は困難ではあるものの、事業間の連携の仕組みを構築することで、各巡回業
務を効果・効率的に実施します。
〇令和4年度からパトロール隊の実施体制を以下の通り見直します。削減経費：▲約20,000千円
①浜松町地区の客引きが減少傾向であることなどから、浜松町と田町地区を統合し、4班（1班2人）から2班と
し、責任者を3地区（浜松町、田町、品川地区）2人から2地区（浜松町・田町、品川地区）1人とします。
【参考1】浜松町地区の客引きの平均人数（人）　H30：36.1、R元：33.2、R2：15.5、R3年9月末：10.7
【参考2】同地区の刑法犯認知件数（件）　H29：70、H30：58、R元：57、R2：48、R3年9月まで：26
②浜松町、田町、品川地区の業務の開始時間については、客引きが活動を始める時間帯が早まっていること
や、区民要望や現場の実態を踏まえ、17時から16時に繰り上げます。
③六本木地区は、早朝の違反行為が減少し、一定の成果を上げていることなどから、原則夜間のみの体制とし
ます。ただし、区民要望等が寄せられた場合には、実施時間を変更するなど柔軟に対応します。
【参考3】六本木地区の早朝の指導等件数（件）　H29：14、H30：0、R元：0、R2：0、R3：0
【参考4】同地区の刑法犯認知件数（件）　H29：478、H30：391、R元：331、R2：220、R3年9月末：141
〇東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会が終了したことから、大会期間中に拡充した体制は廃止し
ます。削減経費：▲約15,000千円
拡充期間：令和3年7月16日～9月12日
拡充内容：毎日18時～翌7時（通常時は18時～翌１時）、最大5班体制（通常時は最大4班体制）

 ８ 事業実績・指標 ※巡回地区における粗暴犯、侵入窃盗及び非侵入窃盗

その他

令和元年度 100.0% 336,571 0 0 1

令和２年度 99.5% 353,519 0 0 1,680

令和３年度 99.8%

－ － －

　区内の繁華街では、客引き行為等を行う者が増加し、客引きに案内された結果「ぼったくり」の被害に
遭う事例やつきまとい等の強引な手法による客引き行為が確認されているほか、道路上に集団でたむろ
し、声をかける対象者を物色する事例が見受けられるなど安全で快適な歩行空間の確保を阻害する状況が
ありました。
　これらに加え、飲食店事業者や区民からの強い要望や東京2020大会の開催を見据え、平成29年度に区民
や来街者の安全・安心を確保し、事業活動の健全な発展に寄与することを目的とし、公共の場所における
客引き行為等を明確に規制するため、条例を制定しました。
　条例施行後は、パトロール隊や区職員による条例の違反行為者に対する指導や客引き行為等を抑止する
ための周知・啓発を実施した結果、条例施行前と比較し、客引き行為を行う者が減少するなど成果をあげ
ています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 342,189 － －

99.2%

令和２年度 355,199 0 -17,640 337,559 337,080 99.9%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　港区客引き行為等の防止に関する条例（以下「条例」という。）に基づき、公共の場所における客引き
行為等を防止し、区民や来街者等の安全安心を確保するため、繁華街に港区生活安全パトロール隊（以下
「パトロール隊」という。）を配置し、条例違反行為に対する指導や地域や警察署と連携したキャンペー
ンなどを実施しています。

令和元年度 336,572 -3,555 0 333,017

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

330,417

 ２ 基本政策 １都心の活力と安全・安心・快適な暮らしを支えるまちをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 防災危機管理室　危機管理・生活安全担当

 １ 事業名 客引き防止プロジェクト  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 500 263 52.6% 令和元年度

令和２年度 1,000 615 61.5% 令和２年度

令和３年度 1,000 － － 令和３年度 － －

 ３ 政策名 （５）安全で安心して暮らせる都心をつくる

 ４ 施策名 ③安全で安心できるまちづくりの推進

指標２

（１）対象事業者：午後８時から翌日午前０時まで（又はその一部）の時間に営業する事業者
（２）区の役割：申し込みのあった夜間営業事業者へ、MINATOフラッグ（青い小旗）を交付します。
　区の観光イベントや、民間企業と連携した様々な広報媒体において、フラッグを掲げている事業者
は、区の安全・安心に関する取組に協力する事業者であることを周知していきます。
（３）事業者の役割：MINATOフラッグを店舗の入り口等に掲げ、区の取組に協力する事業者であること
をＰＲします。
【賛同・協力内容】（抜粋）
・客引きを利用した営業はしません。　・暴力団と交際せず、利用もしません。
・看板等を設置する際は、通行の妨害とならないよう配慮します。　等。

指標１
フラッグ事業者数  1２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

MINATOフラッグの周知について、観光情報紙への掲載は制度開始から一定の年数が経過し、費用をかけずに必
要な周知を図ることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区ＭＩＮＡＴＯフラッグ制度実施要綱

 ９ 基本計画・個別計画・関連する法令等

2,842 0 0 0

 ７ 事業内容

1１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　事業を開始した令和元年度の後半から、新型コロナウイルスの影響により夜間に営業すること自体が難しい
状況となり、事業そのものが予定どおりには進行できませんでした。一方で、六本木商店街の実施する事業に
「六本木『MINATOフラッグ』店舗案内」を配布し、MINATOフラッグ事業者を案内するなど可能な範囲で制度の
周知を行いました。
　また、令和２年度に産業振興課が実施した「VISIT MINATO応援キャンペーン」期間中は、登録事業者が増加
するなど、支援を必要とする事業者が多いことも数字として表れています。
　安全安心と夜の観光振興の両立にむけて、事業の継続はまだ必要であると考えますが、次のとおり役割を分
担し、事業を進めます。
　防災課は、フラッグ事業者の受付、管理、客引き行為等違反行為の有無などについて担当し、事業の広報周
知については、防犯講座参加者等に対して実施します。
　フラッグ事業者・店舗等に関するＰＲや、支援に関しては、産業振興課の事業のなかで実施していくことと
して、防災課の予算には計上しないこととします。 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 0.0% 0 0 0 0

令和２年度 100.0% 10,045 0 0 0

令和３年度 100.0%

－ － －

　ラグビーワールドカップ2019、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に伴い、区に
は国内外からの来街者が見込まれることから、夜間も安心して楽しめるまちをアピールするため、港区
ならではのナイトタイムエコノミーの推進に取り組んでいます。
　この一環として、行政と事業者が協力して安全・安心の向上と夜の観光振興をともに進めるため創設
した制度です。
○観光振興の視点：夜間も安心して楽しめるまちをアピールするとともに、特定の飲食店等を紹介・
　活用するに当たり、それにふさわしい事業者を選定する必要があります。
○安全・安心の視点：客引きや路上迷惑看板等、夜間における安全・安心上の課題を解決するため、
　区の取組に賛同・協力する事業者との連携を強化する必要があります。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 2,842 － －

98.2%

令和２年度 10,045 0 0 10,045 9,851 98.1%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　MINATOフラッグ制度は、区の安全・安心に関する取組に賛同・協力する夜間営業事業者と連携し、夜
の観光振興と区民や来街者が安全で安心して楽しめる環境の確保を両立させることを目指す事業です。
フラッグを掲げることで、区の安全・安心の取組に協力する事業者であることが一目でわかり、フラッ
グを掲げる事業者を増やすことで、まちのイメージアップに繋げます。

令和元年度 0 5,513 0 5,513

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

5,415

 ２ 基本政策 １ 都心の活力と安全・安心・快適な暮らしを支えるまちをつくる 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 防災危機管理室　危機管理・生活安全担当

 １ 事業名 ＭＩＮＡＴＯフラッグ制度  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 21,500 21,500 100.0% 令和元年度

令和２年度 21,500 21,500 100.0% 令和２年度

令和３年度 21,500 － － 令和３年度 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 教育委員会事務局教育推進部　教育長室

 １ 事業名 教育委員会広報事業  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ５　明日の港区を支える子どもたちを育む 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

区立幼稚園、小・中学校及び教育委員会事務局の様々な取組や教育に関する情報を、保護者や教育施設
利用者の区民等に提供し、情報の共有化と教育行政への理解を得ることを目的として発行しています。

令和元年度 1,119 0 0 1,119

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

1,073 95.9%

令和２年度 1,124 0 0 1,124 1,041 92.6%

－ － －

昭和55年度以降、広報誌を発行しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 1,079 － －

その他

令和元年度 100.0% 1,119 0 0 0

令和２年度 100.0% 1,124 0 0 0

令和３年度 100.0% 1,079 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

昨年度から掲載記事の不足によりページ数が減少傾向にあるため、年間発行回数を４回から３回に変更しま
す。
なお、年間発行回数の変更については、令和５年度以降とし、令和４年度中に各関係団体と必要な調整を行う
こととします。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

教育委員会広報の「ひろば」について、昨年度から掲載記事の不足によりページ数が減少傾向にあるため、年
間発行回数を４回から３回に変更し、効率化を図ることから、「縮小・一部廃止」と評価します。
なお、年間発行回数の変更については、令和５年度以降とし、令和４年度中に各関係団体と必要な調整を行う
こととします。 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 (16)子どもの個性、地域の特性を生かす学校教育を実施する

 ４ 施策名 ⑥地域社会で支え合う学びの推進

指標２

タブロイド版２～４頁 年４回（４月・７月・10月・１月）発行
区立保育園・幼稚園・小学校・中学校、区内私立保育園・幼稚園保護者、教育施設利用者へ配布

指標１
「ひろば」発行部数
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 18,523 19,345 104.4% 令和元年度 344,046 330,213 96.0%

令和２年度 19,538 19,104 97.8% 令和２年度 333,515 253,353 76.0%

令和３年度 18,989 － － 令和３年度 251,832 － －

 ３ 政策名 (23)区民の多様な学習活動と誇りと愛着ある郷土意識の醸成を支援する

 ４ 施策名 ③　図書館サービスの推進

指標２
貸出資料点数

開館時間：月曜日～土曜日　午前９時～午後８時
日曜日・祝日・12/28：午前９時～午後５時

図書館資料館外利用要件：23区内在住、在勤、在学
館外利用貸出数：本雑誌　15冊、CD　５タイトル、ビデオ　３タイトル、DVD　２タイトル

指標１
利用登録者数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

みなと図書館に指定管理者制度を導入することに伴い、みなと図書館の窓口業務委託を廃止し、港区立図書館
全体に係る、相互協力車運行業務委託や図書館利用者カード等の印刷業務のみ引き続き実施することから、
「縮小・一部廃止」と評価します。

港区立図書館サービス推進計画、図書館法、港区立図書館条例、港区立図書館条例施行規則

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

103,018 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

みなと図書館に指定管理者制度を導入することに伴い、みなと図書館の窓口業務委託を廃止します。
港区立図書館全体に係る、相互協力車運行業務委託や図書館利用者カード等の印刷業務は引き続き実施しま
す。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 100.0% 98,173 0 0 0

令和２年度 100.0% 104,926 0 0 0

令和３年度 100.0%

－ － －

昭和54年に新築開設し、港区立図書館の中央館として運営してきました。
平成21年に窓口業務の委託を開始しました。
令和４年度から指定管理による運営になります。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 103,018 － －

98.7%

令和２年度 104,926 -435 4,377 108,868 106,264 97.6%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

みなと図書館を運営するため、窓口業務の委託等を実施します。

令和元年度 98,173 -199 0 97,974

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

96,694

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 教育委員会事務局教育推進部　図書文化財課

 １ 事業名 みなと図書館運営  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 1,800 1,493 82.9% 令和元年度 5 5 100.0%

令和２年度 1,800 1,230 68.3% 令和２年度 5 2 40.0%

令和３年度 2,100 － － 令和３年度 5 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 教育委員会事務局教育推進部　図書文化財課

 １ 事業名 みなと図書館児童行事  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

児童向け各種事業の開催を通じて図書館資料の利用を促進し、子どもと本の出会いの場を提供します。
また、保護者に対し子どもの読書活動の重要性を啓発する事業として開催します。

令和元年度 4,379 0 0 4,379

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

4,169 95.2%

令和２年度 3,967 0 0 3,967 3,492 88.0%

－ － －

昭和54年のみなと図書館開館時から、児童奉仕として、絵本や紙芝居の読み聞かせを行う「おはなし
会」を開催し、徐々に季節にあった工作会・観劇会等を行う「子ども会」など、より多くの子どもたち
と保護者が参加できる事業を行い、読書活動の推進と図書館利用の拡大を図ってきました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 3,874 － －

その他

令和元年度 100.0% 4,379 0 0 0

令和２年度 100.0% 3,967 0 0 0

令和３年度 100.0% 3,874 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

みなと図書館に指定管理者制度を導入することに伴い、子ども読書まつり等の事業を廃止します。
港区立図書館全体に係る、リーフレット印刷等の業務は引き続き実施します。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

みなと図書館に指定管理者制度を導入することに伴い、子ども読書まつり等の事業は指定管理事業として今後
指定管理者が実施し、港区立図書館全体に係る、リーフレット印刷等の業務のみ引き続き実施することから、
「縮小・一部廃止」と評価します。

港区立図書館サービス推進計画、図書館法、港区立図書館条例、港区立図書館条例施行規則

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 (23)区民の多様な学習活動と誇りと愛着ある郷土意識の醸成を支援する

 ４ 施策名 ③　図書館サービスの推進

指標２
子ども会等実施数（予算計上分）

【おはなし会】絵本・紙芝居の読み聞かせ、手遊び・わらべうた、英語のおはなし会等
　　毎月１～２回、20分～30分程度、小学生までの子どもと保護者に実施
【子ども会・みなと子ども読書まつり】工作会や観劇会、音楽会、調べ学習講座や各種体験講座等
　　春の子ども読書週間、夏・冬休み、秋の読書月間等に合わせて、子どもと保護者に実施
【ブックスタート】０歳から適した絵本の配布及び読み聞かせの実演、図書館の利用案内
【中高生書評合戦】読んだ本の感想等を情報交換し読書の幅を広げる機会として秋の読書月間に実施
【児童サービスボランティア養成講座】入門・中級編として、ボランティア登録者拡大とスキルアップ
のため実施

指標１
ブックスタート参加者数
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 1,500 1,299 86.6% 令和元年度 1,700 1,700 100.0%

令和２年度 1,572 0 0.0% 令和２年度 1,790 1,790 100.0%

令和３年度 1,688 － － 令和３年度 1,920 － －

 ３ 政策名 (16)子どもの個性、地域の特性を生かす学校教育を実施する

 ４ 施策名 ①「徳」「知」「体」の育成

指標２
夏季学園のしおり発行部数

目的：自然や文化などに親しめる体験学習や集団生活を通じて、豊かな人間関係の形成を図る
対象者：区立小学校５年生及び希望する６年生
実施時期：７～８月の夏季休業期間中　２泊３日　※令和３年度は１泊２日
開始年度：昭和２４年度
行先：箱根ニコニコ高原学園とその周辺施設
契約：小学校夏季学園バス雇上げ、－はこね－夏季学園のしおりの印刷業務委託
※令和２年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、夏季休業期間中に実施することが困難な
ため、中止としました。

指標１
夏季学園参加者数  1２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

「－箱根－夏季学園のしおり」（紙ベース）をiPadへ電子データ化することで、印刷費用の経費削減が見込
め、効率化が期待できることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

なし

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

8,440 0 0 6,752

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

内容：「－箱根－夏季学園のしおり」は令和３年度に電子データで作成したため、印刷教材を一つ削減しま
す。
理由：全児童に配布されているタブレット端末から閲覧することにより、例年と同様の学習効果が期待
　　　できます。令和２年度の箱根運営委員会でも了承済みとなっており、内容を毎年度時点修正する
　　　だけとすれば、しおりの内容に大幅な改定がない限りは経費削減につながるので、縮小・一部廃
　　　止で調整中です。※令和３年度中にしおりの内容の改定を予定しています。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 71.7% 15,215 0 0 6,000

令和２年度 76.7% 14,834 0 0 4,500

令和３年度 55.6%

－ － －

はこね-夏季学園のしおりの印刷
夏季学園実施に向けた事前学習用の教材として、箱根の宿泊施設や周辺情報についての理解を深め行動
計画を策定するために、毎年６月に「夏季学園のしおり」を発行し、小学５年生に配布しています。
令和２年度には全児童に学習用のタブレット端末が配布され、教材の電子化等のＩＣＴ化を進めている
ことから、「夏季学園のしおり」についても令和３年度から電子化し、タブレット端末から内容を閲覧
できるよう契約手続きを行いました。
令和２年度発行部数：1790冊

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 15,192 － －

86.3%

令和２年度 19,334 0 -18,581 753 748 99.3%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

校外施設を活用し、夏休み期間中に２泊３日の日程で、自主性や協調性を育むために登山やオリエン
テーリング等を行います。令和３年度はオリンピック期間を考慮し、１泊２日の日程で実施します。

令和元年度 21,215 -974 0 20,241

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

17,477

 ２ 基本政策 ５　明日の港区を支える子どもたちを育む 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 教育委員会事務局学校教育部　学務課

 １ 事業名 小学校夏季学園  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 18 18 100.0% 令和元年度 18 作成 －

令和２年度 18 18 100.0% 令和２年度 18 5 27.8%

令和３年度 18 18 100.0% 令和３年度 18 18 100.0%

補正予算 予算現額 決算額

 ２ 基本政策 ５　明日の港区を支える子どもたちを育む 予算状況の内訳 決算状況

執行率年度 当初予算額 流用 ３ 政策名 (16)子どもの個性、地域の特性を生かす学校教育を実施する

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 教育委員会事務局学校教育部　学務課

 １ 事業名 食育の推進（小学校）  １０ 事業費の状況

「港区学校教育食育推進指針」に基づき、児童・生徒が「生涯を通じて健康を維持する能力の獲得」を
目指し各学校で取組を行います。

令和元年度 20,969 0 0

 ５ 事業説明文

 ４ 施策名 ①「徳」「知」「体」の育成 19,157 91.4%

令和２年度 21,456 0 0 21,456 18,061 84.2%

20,969

－ － －

・平成28年度　食育の視点から献立を提供する取組を開始
・平成29年度　「港区学校教育食育推進指針」を策定するため、全区立小・中学校においてアンケート
を実施し、結果をもとに港区学校教育食育推進委員会を開催し検討を開始
・平成30年度　「港区学校教育食育推進指針」を策定
・令和元年度　モデル校による取組実施
・令和2年度　　各学校での取り組み開始。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 21,551 － －

その他

令和元年度 96.1% 20,969 0 850 0

令和２年度 95.3% 20,456 0 1,000 0

令和３年度 100.0% 21,551 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

内容：研修用の報償費及び指導案作成用の委託料を廃止します。
理由：　令和2年度から各校で「港区学校教育食育推進指針」にもとづく取組が開始されました。
　　　取組初年度は学務課が研修等の支援を行いながら進めいていく予定でしたが、コロナ渦で研修等を
　　　中止としました。今年度も、学務課で支援を行いますが、その支援作業に令和3年度で一定の
　　　区切りがつく予定のため。
　　　　今後は各学校で取組を推進していきます。

 ８ 事業実績・指標

 1２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

令和４年度以降は、各学校がそれぞれの特性を生かした取組をしていくことで食育の推進が図られ、港区学校
教育食育推進指針に沿った研修の報償費及び指導案作成用の委託料を削減し、効率化を図ることから、「縮
小・一部廃止」と評価します。

港区学校教区推進計画・港区学校教育食育推進指針

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

指標２
教材の作成と活用

目　　的　　「港区学校教育食育推進指針」にもとづき、成長、体力、生活習慣、食生活、食文化の
　　　　　　　5分野を連携して食育を推進し、小学1年から中学3年生までに「生涯を通じて健康を維
　　　　　　　持する能力」を獲得して卒業することを目指します。
事業内容　　・「港区学校教育食育推進指針」にそって、各学校ごとに計画を立て、食育に関し
　　　　　　　　関係する教科等の関係教職員が連携・協力しながら、学校給食等を通じ食等に
　　　　　　　　関する指導等を行います。
　　　　　　・食育の視点から献立を提供する取組を支援します。
　　　　　　・各学校の計画と実績報告について、食育推進委員会を年1回開催し評価・助言等を行い
　　　　　　　次年度につなげます。
　　　　　　・各学校に指針が浸透するまで学務課が研修や教材作成等の支援を行います。

指標１
食育推進献立の実施
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 11,528 12,000 104.1% 令和元年度 28 28 100.0%

令和２年度 11,976 13,300 111.1% 令和２年度 28 28 100.0%

令和３年度 12,456 － － 令和３年度 28 － －

 ３ 政策名 (16) 子どもの個性、地域の特性を生かす学校教育を実施する

 ４ 施策名 ①　「徳」「知」「体」の育成

指標２
いじめの未然防止に向けたスクールカウンセラーを活用した校数

①港区教育委員会いじめ問題対策会議等の運営を行います。
②いじめ防止に関する講演会を開催します。
③いじめ防止啓発資料作成、配布します。
④区立小学校４年生～区立中学校３年生を対象に年２回、心理検査（hyper-QU）を実施します。
⑤「港いじめ防止子ども宣言」を活用した「子どもサミット」や協議会を開催します。

指標１
いじめ防止啓発資料の配布数  １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

児童・生徒端末にいじめ防止啓発資料をデジタル配信することで、これまで計上していた物品購入費や印刷費
などの予算を削減し、効率化を図ることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区いじめ防止基本方針及び港区いじめ問題対策連絡協議会等の設置に関する条例

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

7,414 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　港区いじめ問題対策連絡協議会等で協議された内容を全小中学校で共通理解することで、教職員の意識の啓
発につながっています。また、いじめ問題に対する取組は、子どもの安全・安心な生活に向けて今日的な課題
であるとともに、いじめ防止対策推進法に基づいた条例を踏まえた事業であるため、今後も継続して実施して
いく必要があります。
　一方で、いじめ防止啓発資料については、1人1台のタブレット端末が配備されたことから、児童・生徒端末
にいじめ防止啓発資料をデジタル配信することで、資料を学習で使用すること等活用の幅を広げることができ
ます。また、デジタル配信をすることで、これまで計上していた物品購入費や印刷費などの予算を削減するこ
とができます。このことから、いじめ防止啓発資料については、物品の作成・配布を廃止し、デジタル配信す
ることといたします。

 ８ 事業実績・指標

その他

令和元年度 100.0% 6,999 0 0 0

令和２年度 100.0% 7,381 0 0 0

令和３年度 100.0%

－ － －

いじめ防止対策推進法（平成25年6月）
いじめの防止等のための基本的な方針（平成25年10月、平成29年3月改訂）
東京都いじめ防止対策推進条例（平成26年7月）
港区いじめ防止基本方針（平成26年10月）
港区いじめ問題対策連絡協議会等の設置に関する条例（平成27年3月）
港区いじめ問題対策連絡協議会規則（平成27年3月）

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 7,414 － －

94.8%

令和２年度 7,381 0 0 7,381 6,645 90.0%

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　子どもの人権を尊重し、誰もがいじめ問題の重大性を認識し、いじめの兆候をいち早く把握して迅速
に対応するため、港区いじめ防止基本方針及び条例に基づく「港区いじめ問題対策連絡協議会」等の関
連組織を設置し、いじめ防止のための対策を総合的かつ効果的に推進します。

令和元年度 6,999 0 0 6,999

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

6,637

 ２ 基本政策 ５ 明日の港区を支える子どもたちを育む 予算状況の内訳 決算状況

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 教育委員会事務局学校教育部　教育指導担当

 １ 事業名 いじめ防止推進事業  １０ 事業費の状況
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 78,517 73,033 93.0% 令和元年度 11,451 9,427 82.3%

令和２年度 79,236 74,043 93.4% 令和２年度 11,888 9,035 76.0%

令和３年度 68,728 － － 令和３年度 8,680 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 教育委員会事務局学校教育部　教育指導担当

 １ 事業名 学習活動支援保護者負担軽減事業（教育指導担当）       １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ５ 明日の港区を支える子どもたちを育む 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

　保護者の教育費用の負担を軽減するとともに、児童・生徒の学習活動を支援するため、区立小・中学
校において使用する補助教材費や各種検定の受検料を公費負担します。

令和元年度 99,869 -245 0 99,624

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

90,930 91.3%

令和２年度 97,332 -10 0 97,322 89,650 92.1%

－ － －

　小・中学校で使用する教材の購入費用などを一部負担することにより、保護者の教育費用の負担を軽
減するとともに、児童・生徒の学習活動を支援するため、平成15年度より本事業を開始しました。
　区立中学校に在籍する生徒の各種検定（漢字検定、英語検定、数学検定）の検定料について、平成26
年度までは、年間２回まで補助を行っていましたが、平成27年度より年間１回に変更しました。平成28
年度からは、推奨級を設けました。また、令和2年度までは小学校1年生から中学校3年生まで全学年が対
象でしたが、令和3年度より小学校3年生から中学校3年生を補助対象としました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 81,503 － －

その他

令和元年度 100.0% 99,869 0 0 0

令和２年度 100.0% 97,332 0 0 0

令和３年度 100.0% 81,503 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

　学習教材、補助教材の購入費用を一部負担することで、児童・生徒の教材の充実が図られています。また、
各種検定の検定料を負担することで、児童・生徒が積極的に検定に挑戦する機会が提供され、更なる学習意欲
が高まっています。このことから、教育活動を実施する上で必要な教育費用の一部を補助する本事業は必要で
す。
　今後、教材費の負担については、一部の教科のドリル教材が児童・生徒に貸与しているタブレット端末に導
入されていることから、事業の縮小を図ります。また、検定料の補助についても、前年度以前の実績や学習へ
の活用状況をもとに小学生の補助対象範囲を見直すことで、事業の縮小を図ります。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

教材費の負担については、一部の教科のドリル教材が児童・生徒に貸与しているタブレット端末に導入されて
いること、検定料の補助についても、前年度以前の実績や学習への活用状況をもとに小学生の補助対象範囲を
見直すことで効率性を高めることから、「縮小・一部廃止」と評価します。

港区学校教育推進計画３－（１）－①多様な主体との協働・連携

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 (16) 子どもの個性、地域の特性を生かす学校教育を実施する

 ４ 施策名 ①　「徳」「知」「体」の育成

指標２
検定の受験者数

　区立小・中学校における保護者の教育費用の一部負担
（１）学習材料、補助教材の購入費一部負担
（２）各種検定（漢字検定、英語検定、数学検定）の検定料の費用負担

指標１
教材購入負担額（千円）
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 7,328 6,865 93.7% 令和元年度

令和２年度 7,145 6,992 97.9% 令和２年度

令和３年度 7,046 － － 令和３年度 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 保健福祉支援部　高齢者支援課

 １ 事業名 寿商品券等贈呈  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

多年にわたり社会の進展に尽くした高齢者に敬意を表し、長寿と健康をお祝いするため、お祝いの品を
贈呈します。

令和元年度 89,377 -2,184 0 87,193

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

80,462 92.3%

令和２年度 92,549 -2,937 0 89,612 86,130 96.1%

－ － －

本事業は、長寿と健康のお祝いに加え、多年にわたり社会の進展に尽くしてこられた高齢者に敬意を表
する目的で、平成９年から事業を実施しております。1年を通して、対象年齢の問合せが多く、区民から
非常に期待されています。70歳から99歳の対象年齢の人には区内共通商品券を、100歳以上の人には記念
品・花束を贈呈しています。高齢者がライフスタイルに応じて必要なものを購入できるほか、港区の産
業振興にも役立っています。対象者や贈呈する金品は違いますが、港区も含め東京都61区市町村(特別区
は他22区）で同様の事業を実施しています。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 88,625 － －

その他

令和元年度 100.0% 89,377 0 0 0

令和２年度 100.0% 92,549 0 0 0

令和３年度 100.0% 88,625 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

本事業は、長寿と健康のお祝いに加え、多年にわたり社会の進展に尽くしてこられた高齢者に敬意を表する目
的で実施しています。贈呈の支給要件につきましては、過去に高齢者全員に贈っていたものを、定年を終えて
初めての節目となる７０歳の古希を迎える方を事業の対象者として見直したものであり、現時点では適切であ
ると考えています。贈呈に際しては、民生委員・児童委員等が対象世帯を訪問し、高齢者の安否確認や見守り
活動のＰＲ等の効果もあります。また、寿商品券を受け取った高齢者が区内商店街等で買い物をすることによ
り、産業振興に寄与する側面もあります。今後も寿商品券のより適切な配付方法の検討など、効果的な事業の
実施に努めてまいります。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

商品券の贈呈は、高齢者の長寿と健康をお祝いするだけでなく、民生・児童委員等が対象世帯を直接訪問し贈
呈することで高齢者の安否を確認できるほか、区内商店街で商品券が活用されることによる産業振興にも寄与
する事業です。一方、令和３年度の対象者数は、制度開始の平成９年度から、約1.9倍となっており、今後も
人口増加により経費の増加が見込まれます。また、本年４月に改正法が施行された高齢者等の雇用の安定等に
関する法律では、70歳までの就労機会確保が企業の努力義務とされるなど、制度開始から25年の間、少子高齢
化による労働力人口の減少や健康寿命の延伸等により社会における高齢者の役割も大きく変化しており、対象
年齢については見直しが必要です。さらに、今後は、ＩＣＴ化の進展に伴う高齢者のデジタルデバイド対策
や、超高齢化社会に向けた健康長寿のための取組に施策をシフトする必要があります。
以上のことから、70歳への商品券の贈呈は廃止し、「縮小・一部廃止」と評価します。
70歳への商品券贈呈については、区民等への事前周知も必要であることから、令和４年度を経過措置期間と
し、令和５年度から廃止することとします。なお、今後の更なる高齢者人口の増加等を見据え、対象年齢の見
直しなどを引き続き検討してください。

港区寿商品券等贈呈要綱

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 (19)高齢者のいきいきと充実した地域での生活を支援する

 ４ 施策名 ①心豊かで健康な生活への支援

指標２

8月中旬から敬老の日の頃にかけて民生委員・児童委員等が本人に直接届けます。
※令和２・３年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、全件郵送としました。
70歳(古希)　　　・・・5千円
77歳(喜寿)　　　・・・1万円
80歳(傘寿)　・・・ 1万5千円
88歳(米寿)　　　・・・2万円
90歳(卒寿)　 ・・・2万5千円
99歳(白寿)　　　・・・3万円
100歳以上の人　・・・記念品・花束

指標１
贈呈数
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（単位：千円）

当初予定 実績 達成率 当初予定 実績 達成率

令和元年度 2,650 2,604 98.3% 令和元年度 350 270 77.1%

令和２年度 2,750 中止 #VALUE! 令和２年度 190 183 96.3%

令和３年度 2,750 － － 令和３年度 170 － －

令和３年度事務事業評価Ａシート 所管課 保健福祉支援部高齢者支援課

 １ 事業名 老人保健福祉月間事業  １０ 事業費の状況

 ２ 基本政策 ６　生涯を通じた心ゆたかで健康な都心居住を支援する 予算状況の内訳 決算状況

補正予算 予算現額 決算額 執行率

【長寿を祝う集い】高齢者に、感謝と敬意を伝え、長寿と健康をお祝いするため、区内の会場に招待し
式典等を開催します。
【みなとほほえみ月間事業】高齢者の生きがいや外出機会の確保のため、民間事業者等の協力を得て、
さまざまな行事を通じ、高齢者が自らの生活向上に努める意欲を促します。

令和元年度 11,426 -6 0 11,420

 ５ 事業説明文

年度 当初予算額 流用

10,545 92.3%

令和２年度 11,290 -4,164 -5,832 1,294 1,292 99.8%

－ － －

老人福祉法第５条に定められる「老人の日（9月15日）」及び「老人週間（9月15日から21日）」の趣旨
は、国民の祝日に関する法律第２条に定められる「敬老の日」の趣旨と同様に「国民の間に広く老人の
福祉についての関心と理解を深めるとともに、老人に対し自らの生活の向上に努める意欲を促す」こと
であることから、国は、老人の日においてその趣旨にふさわしい事業を実施するよう努めるものとし、
国及び地方公共団体は、老人週間において老人の団体その他の者によってその趣旨にふさわしい行事を
積極的に実施するよう努めてきました。区では、「老人の日」、「敬老の日」、「老人週間」を含む9月
を「みなとほほえみ月間」とし、各種事業を実施してきました。

財源内訳

年度 一般財源割合 一般財源 国庫支出金 都支出金 ６ 背景、経緯

令和３年度 11,502 － －

その他

令和元年度 100.0% 11,426 0 0 0

令和２年度 100.0% 11,290 0 0 0

令和３年度 100.0% 11,502 0 0 0

 ７ 事業内容

 １１　本事業に係る所管課の意見（一次評価）

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

長寿を祝う集いについては、今後の高齢者人口の推移や新型コロナウイルス感染症を契機に得られた知見も踏
まえ、高齢者の健康と長寿を推進する観点から、介護予防につながる取組の検討など、より効果的な事業とな
るよう内容を見直し、高齢者が健康でいきいきと暮らし続けられる社会の実現をめざします。

 ８ 事業実績・指標

 １２ 事務事業評価における最終評価

１廃止　　　　２縮小・一部廃止　　　３統合　　　４継続

長寿を祝う集いについては、今後、高齢者人口の更なる増加や健康寿命の延伸等により、社会における高齢者
の役割も大きく変化している他、数年後に会場スペースが飽和する見込みであることや、新型コロナウイルス
感染症を契機とした新しい生活様式等を踏まえ、対象年齢を「75歳以上」から「80歳以上」に引き上げるとと
もに、より高齢者の健康長寿に資するプログラムに変更する必要があります。また、みなとほほえみ月間事業
の観劇鑑賞の負担金については、対象とする高齢者の一部に利用が限られるため廃止します。
以上のことから、当該事業は「縮小・一部廃止」と評価します。

老人福祉法

 ９ 港区基本計画・個別計画・関連する法令等

 ３ 政策名 (19)高齢者のいきいきと充実した地域での生活を支援する

 ４ 施策名 ①心豊かで健康な生活への支援

指標２
みなとほほえみ月間事業参加者数

【長寿を祝う集い】
区内在住の75歳以上の高齢者を対象として、｢敬老の日｣の前後に、式典のほか、芸能人、老人クラブ会
員による演芸を行っています。
【みなとほほえみ月間事業】
区内在住の60歳以上の高齢者を対象として、｢敬老の日｣を含む9月に次の事業を実施しています。
「ミュージカル、歌舞伎鑑賞」は、観劇料金の一部を区が負担しています。
・区内ミュージアム巡り
・みなとほほえみコンサート
・ミュージカル、歌舞伎鑑賞

指標１
長寿を祝う集い参加者数


